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概要書 
 
近年の我が国の会計基準の整備状況に鑑みると、「金融商品に関する会計基準」（1999
年 1 月公表）、「リース取引に関する会計基準」（2007 年 3 月公表）、「退職給付に関
する会計基準」（2012 年 5 月改正）の適用など、これまで貸借対照表に未認識であった
経済事象をオンバランス化させる会計基準の整備が進んでいる。一方、企業（又は経営者）
には、資産や負債のオフバランス化を行う財務上の誘因があると考えられている。特に金
融商品は、証券化を目的とした譲渡が盛んに行われている現状がある。 
このような状況を踏まえ、本論文の序章では、論文の目的が、オフバランス化に関する
諸々の論点を整理し、IFRS との比較を行いながら、我が国における金融商品の消滅の認
識の考え方及び会計処理について考察を行うことによって、現行の会計処理を定めている
背景や考え方を明らかにすることであると主張している。 
第 1 章では、企業価値評価と会計情報の関係を整理した。株主価値評価モデルと企業価
値評価モデルの双方について、インプット要素には会計情報としてのフロー情報が必要で
あり、ASBJ の討議資料が述べている純利益の重要性が確認された。また、債権者などス
トック情報を重視している投資家の存在はあるものの、財務報告におけるフロー情報のス
トック情報に対する優位性が確認された。そして、我が国の財務報告において投資のリス
クから解放された純利益が重要であると認識されていることから、金融商品のオフバラン
ス化の会計処理についても、投資のリスクから解放された純利益を重視するような考え方
が背景にあるのではないかと考え、これを本論文での仮説として位置付けた。  
第 2 章では、第 1 に、オフバランス化の概要を概観し、金融商品の譲渡において、売却
取引として会計処理をするか、金融取引として会計処理をするかによって、ストックやフ
ローへの影響は異なってくるため、両者の境界線や判断指針を明らかにすることは検討に
値すると述べた。そして、オフバランス化に関して、売買契約にも関わらず譲渡が不完全
な状態となる継続的関与付譲渡が問題の所在であることを示した。 
第 2 に、ASBJ が公表した「金融商品に関する会計基準」の内容を整理し、消滅の認識
の考え方、要件及び会計処理を概観した。その中で、金融資産の部分譲渡における譲渡利
益の計算にあたっては、残存部分と新たに生じた資産・負債の評価の影響を受けることに
なるため、残存部分や新たに生じた資産・負債の時価が不明な場合には、不確実な譲渡利
益が計上されないよう、資産・負債の計上額に一定の制約が設けられていることを確認し
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た。このような制約によって純利益の信頼性を担保していることは、貸借対照表（ストッ
ク）よりも損益計算書（フロー）を重視しているためであると結論付けた。  
第 3 章では、第 1 に、企業（又は経営者）がオフバランス化を行う目的について、財務
制限条項、経営者報酬制度、行政上の規制など、いずれも会計数値を基準として設定され
たルールの存在により、企業（又は経営者）にとって会計数値を操作するインセンティブ
があるということを確認した。 
第 2 に、財務諸表本体の情報と注記情報の有用性の比較をし、特に ASBJ の討議資料で
は副次的な機能とされている契約支援機能において、開示場所の違いによる影響が大きい
ということを結論付けた。また、デット・アサンプションの事例を参考に、認識の中止の
会計処理として、「経済的実態」と「法的実態」のどちらを優先すべきかについては、財
務諸表利用者の意思決定有用性を第一義的に考えたうえで判断すべきであることを提示
した。 
第 4 章では、第 1 に、IFRS 第 9 号における認識の中止の基準を概観し、認識の中止の
考え方と会計処理に関して、我が国との差異を確認した。考え方については、我が国では
「支配」概念を用いている一方、IFRS では「支配」概念に先立って「リスクと経済価値」
概念を用いて認識の中止の判断を行っている。会計処理については、概ね同様の結果とな
るものの、残存部分や新規部分の評価が不明確である場合に、我が国では IFRS に比べて
純利益の信頼性を維持する配慮がなされていることを確認した。 
第 2 に、IASB の 2009 年公開草案のアプローチ（IASB の提案アプローチ、代替的アプ
ローチ）について確認を行った。IASB の提案アプローチについては、IAS 第 39 号で用
いられている「リスクと経済価値」概念を排除し、「支配」概念に焦点を当て、認識の中
止の考え方の簡素化が図られていた。代替的アプローチについては、譲渡資産の個別キャ
ッシュ・フローに対する権利の譲渡があれば資産全体の認識の中止が行われるため、IAS
第 39 号に比べて認識の中止が生じやすくなることを確認した。また、代替的アプローチ
の会計処理については、金融資産の譲渡に際して、譲渡部分のみならず留保部分に関する
損益も計上されることから、認識の中止といいながら公正価値評価に近いものであること
を確認した。 
第 3 に、認識の中止の開示基準である IFRS 第 7 号の内容を概観した。それによると、
IFRS では認識の中止を行った金融資産に関する企業の継続的関与を表す資産及び負債の
公正価値、資産の譲渡日に発生した損益、最大の譲渡活動の発生日等を開示するなど、複
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雑な認識の中止の会計処理に際して、財務諸表利用者がその経済効果を理解するための注
記による情報開示がなされていることを確認した。 
最後に、第 5 章の前半では、我が国で採用されている認識の中止の考え方である財務構
成要素アプローチの考え方を踏まえ、フォワードやオプションの継続的関与付譲渡の会計
処理に関して、金融取引ではなく売却取引として会計処理する可能性を指摘した。このよ
うな継続的関与付譲渡については、売却取引として処理したほうが、経済事象をありのま
まに描写することができ、忠実な表現になると考えたからである。金融資産の譲渡の際に、
経済事象の実態や本質についての解釈が分かれる場合には、価値判断を一義的に決める指
針が必要になるため、売却取引とみなす処理と金融取引とみなす処理の異なる処理が想定
され得る状況では、総合的な有用性の検討が必要であると主張した。そして、投資家に有
用な情報を提供するうえで、取引をありのまま描写する必要はないと考えられており、一
旦売却した事実があるにも関わらず、売却取引として処理されず金融取引として処理され
ていることは、投資のリスクから解放された純利益の信頼性を維持し、もって意思決定有
用性に資すると考えられると結論付けた。 
さらに、第 5 章の後半では、金融資産の譲渡に際して、留保部分を残存部分として処理
するのか新規部分として処理するのかによって利益認識に影響を与えるため、両者の判定
基準を検討した。「リスクと経済価値」や「支配」の移転といった概念を用いた場合、我
が国において残存部分として認識しているものであっても、新規部分として認識できる可
能性があることを述べた。そのうえで、新規部分として認識されていない理由として、純
利益の信頼性を維持する配慮がなされているからであると結論付けた。 
以上を踏まえ、我が国における金融商品のオフバランス化に関して、考え方や会計処理
の論理を検討した結果、一貫して純利益を重視していると結論付けた。これは、ASBJ の
討議資料が述べている考え方と整合しており、財務報告の目的達成に貢献すると考えられ
る。金融資産の譲渡においては、取引の複雑性から、考え方や会計処理に関して多面的な
解釈が可能であるものの、我が国では、投資のリスクから解放された純利益を示すことに
着目して、会計処理を定めていると解されたのである。 
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序章 はじめに 
 
従来、オフバランス取引の典型であったデリバティブ取引は、企業会計基準委員会（以
下、ASBJ）が 1999 年 1 月に公表した「金融商品に関する会計基準」（以下、金融商品
会計基準）の適用に伴い、貸借対照表に計上されることとなった。また、同じくオフバラ
ンス取引の代表とされてきた所有権移転外ファイナンスリース取引の例外的な賃貸借処
理は、ASBJ が 2007 年 3 月に公表した「リース取引に関する会計基準」の適用に伴い廃
止され、オンバランス化されている。さらに、2012 年 5 月に改正された「退職給付に関
する会計基準」によって、遅延認識が認められていた数理計算上の差異等の即時認識が求
められることになった（未認識数理計算上の差異等のオンバランス化）。このように、こ
れまで貸借対照表に未認識であった経済事象をオンバランス化させる会計基準の整備が
進んでいる。 
貸借対照表へのオンバランス化が進む一方、経営者にはオフバランス化を推進する誘引
があると考えられる。例えば、企業がファイナンス活動を行うにあたって、債務（Debt）
による調達にしろ、株式（Equity）による調達にしろ、格付が重要視される。格付によっ
て、調達の成否が決まるだけではなく、調達コストが影響を受けるのである。企業では、
格付の向上や維持を狙うため、資産や負債のオフバランス化を行うと考えられる。 
なお、オフバランス化の会計処理に関しては、「売却処理」とみなすか「金融処理」と
みなすかによって、利益認識にも影響を及ぼしてくる。特に、継続的な関与がある場合の
会計処理については複雑になっており、それは、継続的関与部分の評価の問題に繋がって
いる。金融商品については、証券化や流動化の手法・マーケットが発達しているため、こ
のような継続的関与の問題は他の資産・負債に比べて生じやすいと考えられ、継続的関与
の評価の妥当性を考えることは重要である。しかしながら、我が国における金融商品のオ
フバランス化の会計基準については、1999 年に公表されたまま一度も見直されることな
く現在に至っている。一方、国際財務報告基準（ International Financial Reporting 
Standards、以下 IFRS）では、2003 年の改正及び 2009 年の公開草案の公表など改訂作
業のプロジェクトがあったため、認識の中止の会計基準についての何かしらの問題意識が
あったと考えられる。このように考えると、我が国における金融商品の消滅の認識の会計
処理について、IFRS の改訂内容等を踏まえながら考察をすることは意味があるものと思
われる。 
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以上より、本研究論文では、オフバランス化に関する諸々の論点を整理し、IFRS との
比較を行いながら、我が国における金融商品の消滅の認識の考え方及び会計処理について
考察を行うことによって、現行の会計処理が導き出されている背景・考え方を明らかにす
ることを目的とする。以下、第 1 章では、企業価値評価と会計情報の関連性を具体的な企
業価値評価モデルを分析することにより、我が国の財務報告において純利益が重視されて
いるということを確認する。そして、会計処理を考えるにあたっては、純利益を重視する
ことが背景にあるのではないかということを仮説として位置付ける。第 2 章では、オフバ
ランス化の概要を説明するとともに、ASBJ が公表した金融商品会計基準における消滅の
認識の取扱いを確認する。第 3 章では、オフバランス化の論点として、企業がオフバラン
ス化を行う目的を明らかにするとともに、オフバランス化の問題点も説明する。第 4 章で
は、IFRS における金融商品の認識の中止基準である IFRS 第 9 号の内容を確認し、日本
基準との差異を明らかにしていく。また、2009 年に公表された公開草案の内容も併せて
確認する。さらに、認識の中止の関する開示情報の基準である IFRS 第７号の内容も概観
する。そして、第 5 章では、これまでの検討を踏まえ、我が国において採用されている金
融商品のオフバランス化の会計処理について、消滅の認識の考え方及び利益計算との関係
を考察する。 
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第 1 章 財務報告の目的と純利益の情報価値 
 
本章では、我が国の財務報告において重視されている考え方を考察する。オフバランス
化の会計処理の考察を考えるにあたり、財務報告の重視している考え方を明らかにするこ
とは有益であると考えるからである。以下では、ASBJ が 2006 年 12 月に公表した「討議
資料 財務会計の概念フレームワーク」（以下、討議資料）における記述を参照し、企業
価値評価モデルと会計情報の関連性を分析しながら、我が国の財務報告において重視され
ている考え方を明らかにする。 
 
第1節 ASBJ の概念フレームワークにおける財務報告の目的 
ディスクロージャー制度において、どのような情報を開示しなければならないかという
と、ASBJ の討議資料では、「財務報告はさまざまな役割を果たしているが、ここでは、
その目的が、投資家による企業成果の予測と企業価値の評価に役立つような、企業の財務
状況の開示にあると考える。自己の責任で将来を予測し投資の判断をする人々のために、
企業の投資のポジション（ストック）とその成果（フロー）が開示されるとみるのである。
（第 1 章、序文）」としている。財務報告の目的は、投資家による企業成果の予測や企業
評価のために、将来キャッシュ・フローの予測に役立つ情報を提供することであるとして
いる。この目的を達成するにあたり、会計情報に求められる最も基本的な特性は、意思決
定有用性である。すなわち、会計情報には、投資家が企業の不確実な成果を予測するのに
有用であることが期待されている。 
さらに、討議資料では、「財務報告において提供される情報の中で、投資の成果を示す
利益情報は基本的に過去の成果を表すが、企業価値評価の基礎となる将来キャッシュ・フ
ローの予測に広く用いられている。このように利益の情報を利用することは、同時に、利
益を生み出す投資のストックの情報を利用することも含意している。投資の成果の絶対的
な大きさのみならず、それを生み出す投資のストックと比較した収益性（あるいは効率性）
も重視されるからである。（第 1 章、本文第 3 項）」としている。ここから、ディスクロ
ージャー制度の中心になるのは「利益情報」とみてとれる。また、投資家は「利益情報」
を基に将来キャッシュ・フローの予測を行うとともに、ストック情報を活用して収益性（あ
るいは効率性）の評価も重視している。そこで、以下では、財務報告の目的を達成するた
めの理解に資するために、理念的な企業価値評価モデルを検討し、企業価値評価に際し、
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フロー情報とストック情報の位置付をそれぞれ確認する。 
 
第2節 企業価値評価モデルと会計情報1 
企業価値評価にあたっては、定量情報と定性情報を駆使する必要がある。定量情報とは、
財務諸表をはじめとする会計情報や、従業員数・子会社数など、主として数値で表示され
る情報をいう。一方、定性情報とは、企業の経営理念や経営戦略、景気（業界動向）、社
会情勢など、数値では表せない情報をいう。 
また、情報の主体で考えてみると、特定の企業に関するミクロ（個別企業）データのみ
ならず、産業全体の動向に関わるセミマクロ（産業）データ、経済政策や為替、金融制度、
市場に関連するマクロデータも利用している2。 
以上より、会計情報だけで企業の実態をすべて把握し、将来の予測を行うことは出来な
い。しかし、将来の会計情報は後述する企業価値評価モデルにおいてインプット要素にな
っており、企業価値評価の中核を担っている。なお、会計数値を組み込んで企業価値を評
価しようとするモデルとして、「乗数モデル3」と「割引現在価値モデル」が考案されて
いるが、以下では「割引現在価値モデル」のみを取り上げる。 
 
第1項 株主資本の価値評価モデル 
「企業価値」とは、「企業（総資本）の価値」を指す場合と「株主価値」を指す場合と
がある。前者の価値は、企業が行った投資全体の価値であり、後者は、それから負債価値
を差し引いた残余であり、株式時価総額に対応するものである。 
まず、「株主価値」については、以下のような企業価値評価モデルがある。 
株主価値評価モデル 
① 割引配当モデル（DDM）＝将来の配当額の割引現在価値合計額 
② 割引キャッシュ・フローモデル（DCFM）＝株主へ帰属するフリーキャッ
シュ・フローの割引現在価値合計 
③ 残余利益モデル（RIM）＝株主資本の簿価＋株主資本に対する将来の残余
                                               
1 秋葉[2012a]p73-82 
2 伊藤[2007]p109 
3 株価を利益で除した株価収益率（Price-to-Earnings Ratio: PER）や株価を資本で除した株
価純資産倍率（Price-to-Book Ratio: PBR）などの株価乗数を用いた企業価値評価モデル。 
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利益の割引現在価値合計 
（出所）秋葉[2012a]p75 の図を基に作成 
割引配当モデル（Discounted Dividends Model: DDM）は、株主が受け取る配当を株
主資本コストで割り引いた現在価値として株主価値を計算するモデルである。配当は株主
にとってのキャッシュ・フローであり、株主価値を評価するモデルとしては理解しやすい。 
割引キャッシュ・フローモデル（Discounted Cash Flow Model: DCFM）は、株主に帰
属する将来キャッシュ・フローを株主資本コストで割り引いた現在価値として株主価値を
計算するモデルである。割引対象のキャッシュ・フローは、株主に帰属するキャッシュ・
フローであるため、債権者に帰属する支払金利を控除した後のキャッシュ・フローでなけ
ればならない。 
割引配当モデルでは、配当額が割引かれ、割引キャッシュ・フローモデルではフリーキ
ャッシュ・フローが割引かれるのに対し、残余利益モデル（Residual Income Model: RIM）
では、損益計算書の純利益が割引の対象となる。残余利益モデルは、純利益から株主資本
コストを控除した残額を割り引いた現在価値と株主資本簿価の合計を株主価値として計
算するモデルである。割引計算の対象となるのは、純利益そのものではなく、そこから株
主資本コストを控除した残額であり、利益から資本コストを控除したものであることから
「残余利益（Residual Income）」とよばれる。 
これらの株主価値評価モデルは、割引対象として配当、キャッシュ・フロー、利益と異
なっているものの、各モデルにおける数値が無限の期間に渡って正確に予想可能である場
合、いずれのモデルを用いて推定しても、理論上は同じ株主価値が計算される。株主が受
け取る配当を内部留保も含めた株主へ帰属するフリーキャッシュ・フローに置き換えても、
将来の配当を分配せずに企業に留保した分が資本コストで運用されるものとすれば、株主
にとっての価値は等しくなるし、また、配当割引モデルをクリーンサープラス関係（期末
株主資本＝期首株主資本－配当＋利益）により変形した残余利益モデルも恒等式であるた
めである。 
以上、各モデルにはそれぞれの特徴があるものの、いずれのモデルにおいても、株主価
値の算定に必要な数値として会計情報が提供する主な情報は、配当、利益、フリーキャッ
シュ・フローというフロー情報である。 
 
 
 -6- 
 
第2項 企業全体（総資本）の価値評価モデル 
次に、「企業価値（総資本）の価値」については、以下のような企業価値評価モデルが
ある。 
企業価値評価モデル 
① 割引フリーキャッシュ・フロ （ーFCF）モデル＝将来のフリーキャッシュ・
フローの割引現在価値合計 
② エンタープライズバリュー（EV）モデル＝総資本の簿価＋総資本に対する
将来の残余利益の割引現在価値合計 
（出所）秋葉[2012a]p79 の図を基に作成 
割引フリーキャッシュ・フローモデル（Free Cash Flow Model: FCF）は、前述の割引
キャッシュフローモデル（DCFM）と分子のキャッシュ・フローが企業全体へのキャッシ
ュ・フローに置き換えられているだけで、原理は同じである。なお、割引対象のキャッシ
ュ・フローは、企業全体に帰属するキャッシュ・フローであるため、債権者の支払金利を
控除する前のキャッシュ・フローである。 
エンタープライズバリューモデル（EV）モデルは、前述の残余利益モデル（RIM）と
分子の利益の範囲が分母の総資本に見合うものになるだけであって、原理は同じである。 
なお、企業全体の評価額を計算するため、使用される割引利子率は株主資本コストでは
なく、加重平均資本コスト（Weighted Average Cost of Capital：WACC）を用いる。 
以上、企業価値評価モデルにおいても、株主資本の価値評価モデルと同様、企業価値の
算定に必要なのは、将来キャッシュ・フローや将来の利益情報といえる。 
 
第3項 フロー（純利益）情報の重要性4 
株主価値（企業価値）評価モデルを概観したところ、いずれのモデルにおいても株主価
値（企業価値）の算定に必要なのは、将来の利益やキャッシュ・フローという将来のフロ
ー情報であった。したがって、将来のフロー情報を予測することが必要になるが、この点
を斎藤[2009]p271 では、利益情報と将来キャッシュ・フローの関係については、実証的
な会計研究によって高い相関が認められていると述べている。すなわち、過去の業績を測
った会計上の利益やキャッシュ・フローを配分しなおす発生ベースの計算は、投資家が予
                                               
4 斎藤[2010]p248-251 
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想する将来の利益やキャッシュ・フローについての重大な情報を与えているのである。以
上より、利益情報がディスクロージャー制度の中心となっている理由は、企業価値評価の
基礎となる将来の利益やキャッシュ・フローの予測に広く用いられているからであるとい
える。 
ただし、会計上の利益と将来キャッシュ・フローの相関は認められるとしても、利益情
報に、キャッシュ・フロー情報を上回る情報価値があるのかどうかについては考える必要
があろう。利益とキャッシュ・フローでは期間帰属が異なるだけなので、キャッシュ・フ
ローの配分計算の結果である利益情報には、企業のキャッシュ・フローについて新たな情
報を含みそうにない5。そうであるならば、わざわざ会計情報を提供する必要はなく、キ
ャッシュ・フロー情報のみを提供すれば済む話になる。 
在庫品評価や減価償却をはじめ、確定したキャッシュ・フローを期間配分する利益測定
のルールが必要である理由として、過去の業績を測定した会計上の利益やキャッシュ・フ
ローを配分しなおす発生ベースの計算は、キャッシュ・フロー情報が平準化され、ボラテ
ィリティが小さくなっており、将来の予想を形成しやすくなっているからであると考えら
れる。この点、秋葉[2013]p313 では、期待された投資の成果に対する実際の総合的な成
果を示す当期純利益が、投資家の期待していた企業の成果を見直すことに役立つと述べて
いる。そして、利益情報の提供によって、投資家の将来のキャッシュ・フローの予測の確
実性が高まれば、投資家が要求する資本コストも削減され、企業の資金調達コストも低減
することにも繋がると考えられている67。 
 
                                               
5 斎藤[2010]p250 では、名目上の利益の違いが、企業の評価を変えることはあると指摘して
いる。例えば、経営者報酬をはじめとする利潤配分への影響がその典型であるとしている。ま
た、社債発行に伴う財務制限条項などの規制も、利益や正味資本といった公開されている財務
諸表のデータを基準とすることが多いことを述べている。 
6 また、斎藤[2010]p251 では、キャッシュ・フロー情報に対する会計情報の優位性として、
会計情報には将来のキャッシュ・フローを予測した部分が含まれていることを指摘している。
利益情報のうち、将来のキャッシュ・フローを予測した部分は、投資家にとって未知の情報で
あり、この点において、発生ベースの利益が、キャッシュ・フローのデータを超える情報価値
をもつとみられている。例えば、引当金設定による費用の見越し計上などの、将来の見通しに
対するシグナルの部分が該当する。したがって、経営者による予測が、投資家の予想形成に影
響することになるため、利益の測定は単に確定したキャッシュ・フローを配分するだけでない
追加的な情報内容をもつことになると述べている。 
7 さらに、単純な利益（純額）の報告よりも、収益（総額）の報告を行うことで利益の予測可
能性は高くなると考えられる。利益の持続性を、収益と利益率の持続性に分解して判断できる
ようになるからである。いずれの情報も損益計算書の情報であると確認ができる。  
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第4項 ストック情報の役割 
(1) 企業価値との関連性 
投資のストックの情報とは、投資のポジション、すなわち、貸借対照表を表している。
フロー情報を利用した企業価値評価モデルに対し、純資産の価値を株主価値として示す
会計モデルも考えられている。この場合、企業のすべての有形無形の価値を財務諸表に
反映し、純資産の額を株主価値として示すことを前提としている8。このモデルでは、
貸借対照表自体が株主価値を表現することになると考えられるが、討議資料が述べてい
るように、財務報告の目的は経営者による事実の開示であり、経営者による企業価値の
自己評価は求められていない。 
貸借対照表の情報が、投資の規模や負債のリスクを表すのは間違いないとしても、そ
こで開示される資産や負債、又は純資産の大きさは、フロー情報を前提とした企業価値
評価モデルとの間に直接の関係をもたない。金融投資目的の資産はともかく、事業投資
目的の資産の場合、現在のストックを評価した額は将来のストックやその変動の予測に
役立たないのである。企業価値評価のプロセスはキャッシュ・フローや利益の期待に依
存するため、その期待形成に過去の利益情報が直接の影響をもつのである9。したがっ
て、貸借対照表は、企業価値評価にとって補完的な役割しか果たさないといえる。 
一方で、討議資料で重視されているのは、「投資のポジションとその成果」に関する
情報であり、利益情報と組み合わされた資本利益率が、将来の利益やキャッシュ・フロ
ーの予測に役立っている面もある。ROE（Return On Equity）といわれる自己資本純
利益率（＝当期純利益÷期中平均自己資本）は、株主の観点から財務諸表を分析する場
合の最も重要な財務指標の一つであると考えられている。ROE が資本コストを上回れ
ば、企業は価値を創出したことになると考えられているからである。 
このように、貸借対照表の情報のなかでも、株主資本は投資家の意思決定に直接影響
を与えている重要な指標である。また、投資のストックの情報が企業価値の評価にあた
って補完的な役割しか与えないとしても、前述の残余利益モデル（RIM）では、株主価
値を求めるうえで株主資本の金額を使用している。 
 
 
                                               
8 秋葉[2013]p311 
9 斎藤[2013]p110 
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(2) 安全性分析との関連性 
討議資料において、財務報告の中心となる開示情報は利益情報と述べており、投資の
ストックの情報は、利益情報の補完的な役割しか与えていないといえる。しかし、債務
返済能力を判断する銀行や社債権者等の債権者、信用格付10を付与する格付会社にとっ
て重要な企業特性は、信用リスクやデフォルトリスクである。これらのリスクを評価す
る際に活用されている財務指標は、インタレスト・カバレッジ・レシオなどのフロー情
報をベースとしたものもあるものの、貸借対照表をベースにしているものが圧倒的に多
い。 
信用リスクの判断に関して、桜井[2010]p19 では、「信用リスクを評価する際の安全
性分析は、返済を要する債務としての負債残高に着目し、返済に充当しうる資産の金額
との比較や、使用総資本に占める負債の相対的な大きさの検討から開始される。」と述
べ、ストック数値に基づく安全性を評価する古典的な指標として、以下を挙げている。 
（i）短期に返済を要する負債と、その支払財源となる短期資産を関連づけた「流動
比率」と「当座比率」 
（ii）資金調達源泉として要返済資金と返済不要資金の相対的な大きさを示す「負債
比率」又は「自己資本比率」 
（iii）長期に拘束される固定資産に投下された資金と、その資金の調達源泉を示す
「固定比率」や「固定長期適合率」 
前述の通り、討議資料における財務報告の目的は、投資家の意思決定に資するディス
クロージャー制度の一環として、投資のポジションとその成果を測定して開示すること
である。その中でも、フロー情報を第一義的に考えている。したがって、貸借対照表の
情報は、投資規模の収益性や効率性を求めるための要素であり、利益情報を補完する役
割に過ぎないかもしれない。しかし、債権者や格付会社などの財務諸表利用者にとって
は、負債のリスクなど企業分析に欠かせない情報を積極的に提供する役割も果たしてい
る。この目的で用いられている貸借対照表では、資金調達源泉としての負債・資本、資
金運用形態を表す資産について、決算日現在のストック数値を表現していると捉えるこ
とができよう。 
                                               
10 信用格付とは、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務等が
約定通りに履行される確実性（信用力）に対する格付会社の意見である。格付投資情報センタ
ー（R&I）の格付付与方針（http://www.r-i.co.jp/jpn/ratingpolicy/index.html ,2014 年 1 月 15
日現在）によると、信用力の評価では、デフォルトリスクの分析が根幹をなすと述べている。 
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第3節 小括 
会計情報が提供する情報は、フロー情報とストック情報に大別することができ、とりわ
け、財務報告の目的に資するためにはフロー情報が重視されていることを確認した。それ
は、企業価値評価に際しては、将来の利益やキャッシュ・フローを予測するにあたって、
利益情報が役立っているからである。このように、利益情報は、財務報告によって提供さ
れる情報の中でも重要であると考えられている。斎藤[2013]p47 においても、キャッシュ・
フローのデータを期間的に組み替えながら投資家に有用な情報を提供するよう工夫して
きたのが会計基準の歴史であり、投資のリスクから解放された純利益は、その工夫の現在
までの到達点であると述べている。 
我が国の財務報告において投資のリスクから解放された純利益が重要であると認識さ
れているのであれば、会計処理を行うに際しても、純利益を重視するような工夫や配慮が
なされているのではないだろうか。すなわち、金融商品のオフバランス化の会計処理につ
いても、投資のリスクから解放された純利益を重視するような考え方が背景にあるのでは
ないかと考え、これを本論文での仮説として位置付けることとする。 
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第 2 章 オフバランス化の概要 
 
第1節 オフバランス化の内容 
本節では、オフバランス化の概要について説明する。オフバランス化（消滅の認識又は
認識の中止）11とは、貸借対照表上にいったん計上された特定の資産・負債の認識を取り
止めることである。具体的には、棚卸資産、固定資産、金融商品の他、複数の資産・負債
の集まりである事業などもその対象になると考えられる。その中でも、金融商品のオフバ
ランス化に関して、会計基準の整備状況や問題の所在について取り上げる。金融商品の場
合、他の財に比べて証券化を目的とした譲渡が盛んに行われており、譲渡した金融商品に
継続的に関与する場合が多いと考えられるからである。 
 
第1項 金融商品のオフバランス化 
近年の金融技術の発達により、金融商品の証券化が活発になり、多様な金融商品が開発
されてきた。これに伴い、金融商品の証券化に関する会計基準の整備が進み、金融商品の
証券化を取り扱ったオフバランス化の会計処理は様々な検討がなされてきた。一方、簿外
で処理されていたデリバティブ取引についていかにオンバランス化することも、ディスク
ロージャー制度の重要な課題であった。ASBJ が 1999 年 1 月に公表した金融商品会計基
準によって、オンバランス化については、原則として金融取引のすべての契約を契約時点
で認識することとなり、オフバランス化についても、認識中止の条件や会計処理が定めら
れた。 
オフバランス化に関する会計処理の問題は、譲渡人の貸借対照表から資産・負債の認識
中止がなされるかどうかのほかに、譲渡人の連結財務諸表において譲受人である特別目的
事業体（SPE）を連結するかどうかの問題がある。本論文では、前者を扱うこととし、特
に金融商品に関する消滅の認識（認識の中止）を検討していく。 
以下では、オフバランス化に伴う二つの会計処理である、「売却処理」と「金融処理」
の概要を説明する。 
 
 
                                               
11 本論文では、「オフバランス化」、「消滅の認識」、「認識の中止」を区別せず、同じ意味で用
いている。 
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第2項 売却処理 
金融資産を譲渡し、資産がオフバランス化された場合、資産が貸借対照表から取り除か
れるとともに、オフバランス化した資産の帳簿価額と受入対価との差額が損益となり、利
益に影響を及ぼすことになる。 
 
第3項 金融処理 
一方、金融資産を譲渡したが、資産がオフバランス化されない場合、移転した資産を担
保とした借入処理として会計処理することになる。担保付借入とみなされると、移転した
資産は貸借対照表に計上されたままになり、受取対価と同額の負債を計上することになる
ため、利益には影響を及ぼさない。 
 
第4項 小括 
以上より、売却処理として会計処理をするか、金融処理として会計処理をするかによっ
て、財務諸表上のストックやフローへの影響は異なってくるため、両者の境界線を明らか
にすることは検討に値すると考えられる。土地や有価証券を担保とした資金の借入など取
引の契約上、貸借契約であることが明確であるならばオフバランス化されない。一方、売
り切りのように、資産を相手先へ譲渡し、受取対価を得ることによって取引が完結するよ
うな場合には、売却処理されることに問題はないであろう。しかし、企業が資産を売却し
た後も何かしらの継続的関与を有しているような場合、売却処理か金融処理かの判断に窮
する場面が生じてくる。 
こういった、継続的関与付の譲渡としては、買戻条件付の商品売買、固定資産をいった
ん売却して借り戻すセール・アンド・リースバック取引などがある。特に、金融商品につ
いては、証券化、オプション付譲渡（コール・オプション、プット・オプション）、買戻
条件付譲渡、保証付譲渡、レポ取引（現金担保付債券貸借取引）、ローン・パーティシペ
ーション、クロス取引、デット・アサンプションなど、いつ、どうやってオフバランス化
するのかが問題となる複雑な取引が存在する。このように、オフバランス化するかどうか
に関して、売買契約にもかかわらず譲渡が「不完全な状態」にとどまりうるケースの会計
処理をどう考えていくのかが問題の所在と考えられる12。 
 
                                               
12 米山[2009]p296 
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第2節 我が国における金融商品の消滅の認識に関する会計基準 
本節では、我が国で採用されている消滅の認識の会計処理の考え方を確認する。具体的
には、ASBJ が公表した金融商品会計基準、日本公認会計士協会が公表した「金融商品会
計に関する実務指針」（以下、実務指針）を参照し、金融商品のオフバランス化の考え方
や会計処理の整理を行う。 
第 1 節で述べたように、金融商品の売買契約であってもオフバランス化が認められない
ケースがある。これは、法的実態よりも経済的実態を重視していると捉えることが出来る
が、この点を考えるに関して、我が国においてメルクマークとされているのが「契約上の
権利に対する支配が移転したかどうか」である。 
 
第1項 金融資産の消滅の認識 
(1) 基本的考え方  
金融資産については、当該金融資産の契約上の権利を行使したとき、契約上の権利を
喪失したとき又は契約上の権利に対する支配が他に移転したときに、その消滅を認識す
る。例えば、債権者が貸付金等の債権に係る資金を回収したとき、保有者がオプション
を行使しないままに行使期間が満了したとき又は保有者が有価証券等を譲渡したとき
などには、それらの金融資産の消滅を認識することとなる。権利の行使、権利の喪失に
ついては判断が容易いものの、支配の移転の判断については解釈の余地があろう。 
金融商品会計基準では、基本的なアプローチとして「財務構成要素アプローチ」を採
用している。当アプローチは、金融資産を構成する財務構成要素に対する支配が他に移
転した場合に当該移転した財務構成要素の消滅を認識し、留保される財務構成要素の存
続を認識する方法である。 
 
(2) 財務構成要素アプローチ（支配の移転の 3 要件）  
金融商品会計基準において、条件付の金融資産の譲渡については、リスク・経済価値
アプローチ13と財務構成要素アプローチの二つの考え方があることを示している。金融
資産を財務構成要素に分解して取引した場合、リスク・経済価値アプローチでは取引の
実質的な経済効果が譲渡人の財務諸表に反映されないこととなる。例えば、譲渡人が金
                                               
13 金融資産のリスクと経済価値のほとんどすべてが他に移転した場合に当該金融資産の消滅
を認識する方法。 
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融資産を譲渡した後も、回収サービス業務を引き受ける場合や、債権を優先・劣後部分
に区別して譲渡する場合、リスク・経済価値アプローチでは、財務構成要素に分解して
支配の移転を認識することはできない。茅根[1999]によると、元々、証券化の目的は、
リスクと経済価値の一部を留保したまま、他の部分を移転させることを意図しているた
め、リスク・経済価値アプローチでは実務に十分に対応できないと述べている14。 
したがって、我が国では、継続的関与を伴う金融資産の譲渡に係る消滅の認識は財務
構成要素アプローチを採用しており、次の 3 要件がすべて充たされた場合に金融資産の
契約上の権利に対する支配が他に移転することとなる。 
支配の移転の 3 要件 
要件 1 譲渡された金融資産に対する譲受人の契約上の権利が譲渡人及び
その債権者から法的に保全されていること 
要件 2 譲受人が譲渡された金融資産の契約上の権利を直接又は間接に通
常の方法で享受できること 
要件 3 譲渡人が譲渡した金融資産を当該金融資産の満期日前に買戻す権
利及び義務を実質的に有していないこと 
① 要件 1（譲渡された金融資産に対する譲受人の契約上の権利が譲渡人及びその債
権者から法的に保全されていること） 
これは、「倒産隔離」といわれるものであり、譲渡人に倒産等の事態が生じても譲
渡人やその債権者等が譲渡された金融資産に対して請求権等のいかなる権利も存在
しないこと等、譲渡された金融資産が譲渡人の倒産等のリスクから確実に引き離され
ていることが必要であるということである。 
したがって、譲渡人が実質的に譲渡を行わなかったこととなるような買戻権がある
場合や譲渡人が倒産したときには譲渡が無効になると推定される場合は、当該金融資
産の支配が移転しているとは認められない。なお、譲渡された金融資産が譲渡人及び
その債権者の請求権の対象となる状態にあるかどうかは、法的観点から判断されるこ
とになる。 
 
                                               
14 この点、多賀谷[1999]p48 によると、債権の一部を譲渡した場合、その譲渡の様態や債権自
体が分離されているかどうかにより、リスク・経済価値アプローチでもオフバランスできる場
合もあると述べている。 
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② 要件 2（譲受人が譲渡された金融資産の契約上の権利を直接又は間接に通常の方
法で享受できること） 
これは、譲受人の受益に制約がないことを意味しており、受け取った金融資産に対
して自由処分権を持っているという要件であるといわれている15。具体的には、譲受
人が譲渡された金融資産を実質的に利用し、元本の返済、利息又は配当等により投下
した資金等のほとんどすべてを回収できる等、譲渡された金融資産の契約上の権利を
直接又は間接に通常の方法で享受できることが必要である。したがって、譲渡制限が
あっても支配の移転は認められるが、譲渡制限又は実質的な譲渡制限となる買戻条件
の存在により、譲受人が譲渡された金融資産の契約上の権利を直接又は間接に通常の
方法で享受することが制約される場合には、当該金融資産の支配が移転しているとは
認められない。 
なお、実務指針（33 項）では、買戻権がある場合の支配の移転の可否について、
いくつかの例を示している。具体例としては以下のとおりである。 
（i）譲渡人に買戻権がある場合でも、譲渡金融資産が市場でいつでも取得すること
ができるとき、支配は移転している。 
（ii）買戻価格が買戻時の時価であるときは、当該金融資産に対する支配が移転して
いる。 
（iii）譲渡金融資産が市場で容易に取得できないもので、かつ、買戻価格が固定価格
であるものは、当該金融資産に対する支配は移転していない。 
（iv）流動化資産の残高が当初金額の一定割合を下回った結果、回収サービス業務コ
ストの見合いから譲渡人が当該残高を買い戻すクリーンアップ・コールは、重要性
の観点から支配の移転が認められる買戻権である。 
譲渡人に買戻権がある場合の支配の移転の判断に関しては、外形的に判断するので
はなく、譲渡資産の流動性や買戻価格を考慮する必要がある。（ⅰ）の場合、譲渡人
から買戻権の行使を受けたときに市場からいつでも取得して売り戻すことができる
こと、（ⅱ）の場合、譲受人は第三者に対して売却する場合と同一の現金を獲得でき
ること、を理由に支配の移転を認めている。一方、（ⅲ）の場合、譲受人は、いつ譲
渡人から買戻権の行使を受けるかわからないので当該金融資産を自由に処分するこ
とができず、また、買戻価格も固定価格で確定している場合、譲受人は当該金融資産
                                               
15 金子[2011]p316 
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の契約上の権利を通常の方法で享受できないことを理由に、支配の移転を認めていな
い。このように、譲渡人が買戻権を有する場合は、譲受人が譲渡資産の契約上の権利
を実質的に行使できるか否かを判断することが必要である。なお、（ⅳ）の場合は、
重要性の観点から支配の移転を認めているとしている。 
 
③ 要件 3（譲渡人が譲渡した金融資産を当該金融資産の満期日前に買戻す権利及び
義務を実質的に有していないこと） 
これは、金融資産を譲渡人が利用できないことを意図したものであると考えられる
16。譲渡人が譲渡した金融資産を満期日前に買戻す権利及び義務を実質的に有してい
ることは、金融資産を担保とした金銭貸借と実質的に同様の取引となる。現先取引（買
戻条件付売買取引）や債券レポ取引（現金担保付債券貸借取引）といわれる取引のよ
うに買い戻しや返却により当該取引を完結することがあらかじめ合意されている取
引については、その約定が売買契約であっても支配が移転しているとは認められない。
このような取引については、売買取引ではなく金融取引として処理することになる。 
多賀谷[1999]p32 によると、基本的に、要件 1 及び要件 2 を満たせば消滅の認識の
対象となるものの、要件 3 によって、実質的な金融取引を消滅の認識の対象としない
ことを明確にしたものと考えられるとしている。 
 
(3) ローン・パーティシペーション  
ローン・パーティシペーションは、金融機関等からの貸出債権に係る権利義務関係を
移転させずに、原貸出債権に係る経済的利益とリスクを原貸出債権の原債権者から参加
者に移転させる契約である。債務者に対して参加者の存在が知らされないため第 3 者対
抗要件を具備しておらず、原債権者の倒産時に参加者の権利が保全されないおそれがあ
り、消滅の認識の要件を満たさないこととなる。一方で、我が国の商慣行上、債権譲渡
に際して債務者の承諾を得ることが困難な場合、債権譲渡に代わる債権流動化の手法と
して広く利用されている。 
金融機関では、与信ポートフォリオ管理（Credit Portfolio Management、以下 CPM）
を行っており、信用リスクの移転等を通じて健全性を高めていると考えられる。その際
に、信用リスクのコントロール手段として市場取引ではクレジット・デリバティブや証
                                               
16 金子[2011]p318 
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券化などが利用されるが、非市場取引の手段としてローン・パーティシペーションが活
用されている17。 
このような実情を考慮し、債権に係るリスクと経済的利益のほとんどすべてが譲渡人
から譲受人に移転している場合等以下の要件18を充たすものに限り、当該債権の消滅を
認識することを認めている。 
会計制度委員会報告第 3 号の要件 
要件 1 貸出参加の対象となる原債権がローン・パーティシペーション契約上個別
に特定されており、参加割合について、原債権の貸出条件（返済期日、利
率等）と同一の条件が原債権者と参加者との間にも適用されること  
要件 2 原債権者が、参加利益の売却により、原貸出債権に包含されている将来の
経済的利益を実質的にすべて享受することができる権利を放棄しており、
かつ、原債権者は参加利益の対象である原貸出債権から生じるいかなる理
由による損失についてもリスクを負わないこと 
要件 3 ローン・パーティシペーション契約において、原債権者は、参加者に対す
る参加利益の買戻義務を負っておらず、かつ、原債権者に対し、当該参加
利益を再購入する選択権が付与されていないこと 
ローン・パーティシペーションは、金融資産を構成要素に分解しないで、そのリスク
と経済的利益が実質的にすべて譲り受け人に移転したときに、一括してオフバランス化
を認める考え方（リスク・経済価値アプローチ）で処理されており、経過措置が認めら
れたまま現在に至っている。一般に、リスク・経済価値の移転の判断基準は明確ではな
いため、曖昧なオフバランス化が行われるおそれがあることから、上記の要件を充足し
たものに限られると考えられる19。 
 
(4) クロス取引  
金融資産を売却した直後に同一の金融資産を購入した場合又は金融資産を購入した
直後に同一の金融資産を売却した場合で、譲渡人が譲受人から譲渡した金融資産を再購
入又は回収する同時の契約があるときは、消滅の認識要件を満たさないので、売買とし
                                               
17 日本銀行[2007]p17 
18 JICPA「会計制度委員会報告第 3 号 ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」、
参照。 
19 多賀谷[1999]p36 
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て処理しない。したがって、購入の直後に売却された場合、当該購入金融資産と保有す
る同一銘柄との簿価通算はできない。譲渡価格と購入価格が同一の場合、又は譲渡の決
済日と購入の決済日とに期間があり当該期間に係る金利調整が行われた価格である場
合、譲渡人が譲受人から再購入又は回収する同時の契約があると推定する。  
ただし、売買目的有価証券については、同一銘柄のものも頻繁に売買取引を繰り返す
ので、結果として同一価格になることもあるが、これはクロス取引に当たらない。  
 
第2項 金融負債の消滅の認識 
(1) 基本的考え方 
金融負債については、以下のいずれかの場合に消滅の認識を行う。したがって、債務
者は、債務を弁済したとき又は債務が免除されたときに、それらの金融負債の消滅を認
識することとなる。 
金融負債の消滅の認識要件 
要件 1 金融負債の契約上の義務を履行したとき 
要件 2 金融負債の契約上の義務が消滅したとき 
要件 3 金融負債の契約上の第一次債務者の地位から免責されたとき 
要件 1 及び要件 2 については外形的にもわかりやすい。要件 3 については、法的手続
きによって免責される必要がある。 
「第一次債務者の地位から法的に免除される」とは、契約によって、保証債務におけ
る催告の抗弁のように原債務者が原債権者からの履行請求につき原債務を引き受けた
第三者が実行することを主張できるような場合や、原債権者に対して原債務を引き受け
た第三者による履行の法的措置を取り、当該第三者による債務不履行の場合を除き原債
務者が原債権者から債務の履行を請求されることがないときには、原債務者は第一次債
務者の地位から法的に免除されるものと考えられている20。 
 
(2) デット・アサンプション 
信託を含む第三者への支払（信託への支払は、実質的ディフィーザンスと呼ばれる。）
は、法的免責がなければ、債務者にとって債権者からの第一次的債務の免責はなく、金
                                               
20 JICPA「金融商品に関する Q&A」（Q13） 
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融負債の消滅に該当しない。デット・アサンプションは実質的ディフィーザンスの一種
であるが、法的には履行引受、すなわち、企業は当該債務を免れたわけではなく、引受
人の債務不履行等の一定の場合には支払義務の履行を請求されるものがほとんどであ
る。しかし、取消不能で、かつ社債の元利金の支払に充てることを目的とした他益信託
等を設定し、当該元利金が保全される高い信用格付の金融資産（例えば、償還日がおお
むね同一の国債又は優良格付の公社債）を拠出した場合（実務指針（46 項））、経過
措置として消滅の認識が認められている。 
我が国では社債の買入償還を行うための実務手続が煩雑であることから、法的には債
務が存在している状態のまま、社債の買入償還と同等の財務上の効果を得るための手法
として広く利用されている。したがって、改めて、オフバランスした債務の履行を求め
られることもあり得るが、このような手続上の実情を考慮し、取消不能の信託契約等に
より、社債の元利金の支払に充てることのみを目的として、当該元利金の金額が保全さ
れる資産を預け入れた場合等、社債の発行者に対し遡求請求が行われる可能性が極めて
低い場合に限り、当該社債の消滅を認識することが認められている。 
 
第3項 金融資産・負債の消滅に関する会計処理 
金融商品会計基準によると、金融資産・負債の消滅の認識の会計処理は、以下のとおり
となる。 
(1) 消滅部分の処理 
金融資産又は金融負債がその消滅の認識要件を充たした場合には、当該金融資産又は
金融負債の消滅を認識するとともに、帳簿価額とその対価としての受払額との差額を当
期の損益として処理する。 
金融資産又は金融負債の一部がその消滅の認識要件を充たした場合には、当該部分の
消滅を認識するとともに、消滅部分の帳簿価額とその対価としての受払額との差額を当
期の損益として処理する。消滅部分の帳簿価額は、当該金融資産又は金融負債全体の時
価に対する消滅部分と残存部分の時価の比率により、当該金融資産又は金融負債全体の
帳簿価額を按分して計算する。この按分計算は、連産品の原価配分における負担能力主
義による処理と近似しており21、譲渡部分の原価を計算するのに合理的であると考えら
れる。 
                                               
21 秋葉[1998]p194 
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(2) 残存部分と新たに生じた金融資産又は金融負債の処理 
譲渡金融資産の帳簿価額のうち、（1）の按分計算により残存部分に配分した金額を
当該残存部分の計上価額とし、新たに発生した資産及び負債は譲渡時の時価により計上
する。 
なお、金融資産の消滅時に残存資産又は新たに生じた資産について合理的に時価が測
定できない場合、健全性の観点から、その当初計上額はゼロとして認識する。新たに生
じた負債について合理的に時価が測定できない場合、同様に健全性の観点から、その当
初計上額は、当該取引から生じる利益が生じないように計算した金額とする。 
具体的な仕訳例として、次のようになる（実務指針設例 2）。 
（前提条件） 
(a) A 社が帳簿価額 1,000 の債権を、下記(b)の契約条件で第三者に 1,050 の現金を対価
として譲渡した。 
(b) A 社は、買戻権（譲受人から買い戻す権利）をもち、延滞債権を買い戻すリコース
義務を負い、また、譲渡資産の回収代行を行う。 
(c) 取引は、支配の移転のための条件を満たしている。 
(d) それぞれの時価は次のとおりである。回収サービス業務資産 40、買戻権 70、リコ
ース義務 60 
① すべての時価が合理的に測定できる場合 
勘定科目（借方） 金額 勘定科目（貸方） 金額 
現金 1,050 債権 1,000 
回収サービス業務資産 36 リコース義務 60 
買戻権 70 売却益 96 
② 回収サービス業務資産とリコース義務の時価が合理的に測定できない場合 
勘定科目（借方） 金額 勘定科目（貸方） 金額 
現金 1,050 債権 1,000 
回収サービス業務資産 ‐ リコース義務 120 
買戻権 70 売却益 ‐ 
このように、金融資産の譲渡における譲渡利益の計算にあたっては、残存部分と新たに
生じた資産・負債の時価の影響を受けることになる。したがって、残存部分や新たに生じ
た資産・負債の時価が不明な場合には、測定の信頼性が乏しい不確実な譲渡利益が計上さ
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れないよう、資産・負債の計上額に一定の制約が設けられていると考えられる。このよう
な制約によって利益の信頼性を担保していることは、貸借対照表（ストック）よりも損益
計算書（フロー）を重視している捉えることができよう。 
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第 3 章 オフバランス化に関する論点 
 
本章では、企業がオフバランス化を行う目的を明らかにするとともに、オフバランス化
によって生じる諸問題について検討する。第 2 章で確認したように、オフバランス化に関
する問題の所在として、「売却処理」するのか、それとも、「金融処理」するのかという
二つの会計処理が適用されることであった。そこで、以下では、売却処理（オフバランス
化）された結果として、どのような問題が起こり得るのかを検討する。 
 
第1節 オフバランス化の目的 
企業の目的とは何かを考えた場合、利益の最大化、顧客の創造、企業価値の最大化等様々
な考え方がある。藤田[2004]p8-10 では、企業をカネ―モノ―カネの変換装置（G―W―G
´）と捉え、それによって稼得する利益（G´＞G）を追求することを企業目的の一つと
して挙げており、資産のオフバランス化行動はこのような論理に整合すると主張している。
この目的をスピーディに達成するには、投資した資産（W）の早期回収によってこの変換
プロセスをできるだけスピードアップし、回収した資金をさらに有利な再投資に振り向け
ることによって利益最大化を目指すのである22。 
一方、会計情報の観点からは、オフバランス化によって貸借対照表の質が改善され、資
金をより低いコストで調達できると多くの人々が確信していることがあげられる。例えば、
金融機関が債務者に対して財務諸表本体の数字のみで社内格付を付与している場合が該
当する23。貸借対照表を主に分析する利用者（債権者、社債権者など）にとって負債比率
（Debt Equity Ratio）が重視されており、この比率が悪化すれば、格付が変更されるか
もしれないし、資金調達コストが上昇するかもしれない。この比率をよりよく見せるため
に、又は、比率を悪化させないために、負債をオフバランス化するよう経営者は動機づけ
られる場合もあろう24。 
                                               
22 近年の製造業にみられるように、売上債権を決済時期が到来する前に金融機関などに売却
し、キャッシュ・コンバージョン・サイクル（CCC：仕入など生産のために現金を投入して
から製品を売上げて現金を回収するまでの日数）の改善を意図するものが挙げられよう。経済
環境の変化のスピードが速く、投資回収のサイクルを早めることは重要な意味を持つと考えら
れる。 
23 クオンツ系の投資（有価証券投資において高度な数学的テクニック（コンピューター）を
使って分析すること）にも同様のことがいえると思われる。 
24 田中[1991]p13 
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会計情報が企業の経済活動を反映する尺度として使用されているものとして、討議資料
では副次的な利用とされている財務制限条項、経営者報酬制度、行政上の規制などが該当
する25。以下では、このような会計数値を基準として設定されたルールの存在により、企
業（又は経営者）にとって会計数値を操作するインセンティブがあるのではないかという
ことを確認していく26。 
 
第1項 財務制限条項 
財務制限条項とは、債権者を保護するために、契約に際して債務者に課せられる特約
条項である。具体的には、貸借対照表に関する条項（純資産維持条項、自己資本比率維
持条項等）、損益計算書に関する条項（利益水準維持条項、インタレスト・カバレッジ・
レシオ水準維持条項等）、格付維持条項などがあり、債務者の信用力や債務契約の内容
によって定められる。債権者は、償還不能リスクを高めるような行為を企業がしないよ
うに、財務制限条項を要求するのに対し、債務者は、資金調達コストを低くするために
当該要求を受け入れるのである。なお、大日方[2013]p314 では、会計情報を利用した
財務制限条項が利用される理由として、会計情報は企業活動の全体を概括的にかつ一元
的な貨幣数値で把握しているため、取引コストを削減できるからであると述べている。 
財務制限条項に抵触した場合、債務者は期限の利益を喪失し、即座に債務の返済を求
められる。したがって、契約違反を起こさないように、財務比率を良くする会計方針、
年度利益を増加させる会計行動を選択するというのが債務契約仮説といわれている27。
このような背景から、企業には、財務制限条項に抵触するのを避けるため、資産・負債
のオフバランス化を行い、利益調整をするインセンティブがあると考えられる。  
 
  
                                               
25 財務報告には、ASBJ の討議資料で示されていたような意思決定支援機能に加え、契約支援
機能が期待されている。契約支援機能とは、契約の監視と履行を促進し、契約当事者の利害対
立を減尐させ、契約の効率性を高める機能である（須田[2000]を参照）。 
26 このような会計数値の変更に利用されるのはオフバランス化だけではなく、会計方針の変
更に伴う修正も挙げられよう。この点について、伊藤[2007]p332 では、会計方針の変更と株
価の関係を実証した米国の研究結果から、会計方針の変更とりわけ上方修正の変更は、株価に
有意なインパクトを与えず、情報内容をもたないと指摘している。したがって、会計方針の変
更という技術的会計政策に対しては、機能的固定化は認められず、それによる株価効果は期待
できないと結論付けている。そして、企業を評価する際には、財務諸表の本体のみならず、注
記情報も検討し、会計政策の有無とその影響についても分析する必要性を述べている。  
27 大日方[2013]p313 
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第2項 経営者報酬制度 
経営者の報酬（ボーナス）制度は企業によって様々であるが、経営者の業績指標とし
て考えられる指標としては、株価と会計利益が挙げられ、どちらが経営者の業績指標と
して優れているのかが重要な問題になろう。大日方[2013]p316-317 によると、株価は
経営者の努力とは関係のない不確実な要因（金利動向や為替動向、投機的な動きなど）
に左右されやすいため、会計利益のほうが経営者の努力の指標として適切であるとする
一方、会計利益を業績指標とすることの問題点も存在すると述べている。具体的には、
研究開発投資は支出時に費用となるから、年度利益を短期的に大きくしようとする経営
者は、研究開発投資を抑制する可能性が高く、長期的な会計利益の増加を放棄すること
に繋がり、企業価値の最大化とは反する行為になる可能性が高いとしている。もしも、
株価を業績指標としていれば、企業が研究開発投資を決定し、それが将来キャッシュ・
フローの増加をもたらすと市場が判断すれば、株価は上昇すると考えられる。このよう
に、株主の利害と一致する投資を経営者に促すためには、会計利益よりも株価のほうが
優れた指標となる可能性も否定できないと主張している。 
経営者の報酬が会計上の年度利益に連動して支払われる制度を採用している企業も
あるであろう。このような利益連動型報酬契約を締結している経営者は、上述のような
企業行動をする誘因がある可能性がある。また、企業行動自体は変化させなくても、報
酬を増加させるために年度利益を増加させる行動を選択するというのが、経営者報酬仮
説である28。この場合、経営者は資産のオフバランス化によって売却益を計上し、短期
的に会計上の利益を増加させたいと思うかもしれない29。 
 
第3項 規制の存在 
行政上、私的企業の行動を規制するために、会計情報がモニタリングに利用されている。
代表的なものは以下のとおりである。 
各業種の公的規制 
業種 目的 
                                               
28 大日方[2013]p318 
29 なお、大日方[2013]p320-321 によると、会計方針の変更による名目的な利益の増減とボー
ナスの間に相関がみられないという報告がある一方、裁量や見積もりの操作による会計利益の
名目的増減に対してボーナスも増減するといった報告もあるが、いまだ定説はないと述べてい
る。 
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金融（銀行、証券、保険） 金融システムの維持 
エネルギー（電気、ガス） 料金規制とエネルギー安全保障 
運輸（鉄道、航空など） 料金規制と安全運航の確保 
通信（電話、放送など） 料金規制と通信システムの維持 
建設 入札制度の効率性の確保 
（出所）大日方[2013]p322  
この中で、金融システムの維持のための規制として代表的なものが自己資本比率規制で
ある。自己資本比率規制とは、監督官庁が金融機関に対して財務会計情報をベースとした
自己資本比率に基づいて健全性を判断し、基準に満たない場合には必要な是正措置を求め
る規制のことである30。 
そもそも、金融機関は CPM を行っており、信用リスクの移転等を通じて健全性を高め
ていると考えられる。例えば、与信集中リスク31を回避するために、二つの金融機関で、
それぞれの与信限度額超過債権（売却候補）を開示し、事実上のポートフォリオ交換を行
う場合もあろう。その際に、債務者である企業が金融機関との安定的な関係を求め、譲渡
承諾を好まない場合があるため、法的関係は変化させずにリスクと経済的便益のみを移転
するローン・パーティシペーションなどが利用されると想定される。したがって、金融機
関においては、自己資本比率規制を回避するために、資産の売却による利益調整は経営の
一環として必然的に行われると考えられる。 
以上、規制回避仮説では、経営者は、行政上の規制を回避するため、会計方針の選択や
資産・負債のオフバランス化によって年度利益の増加・減尐を行うことが仮定される。こ
のような規制が存在する企業においては、オフバランス化のインセンティブが存在すると
考えられる。 
 
  
                                               
30 首藤[2012]p67 
31 与信集中リスクとは、信用リスクを特定の地域、業種、個社に対して集中した結果生じる
リスクである。日本銀行[2007]p11 によると、我が国では、メインバンク制が特定の取引先に
対する与信集中をもたらす要因になった、と指摘している。また、地域金融機関の場合には、
特定の地域や業種に強い営業基盤を有するため、貸出先の分散が難しいとの指摘もある。与信
集中リスクが、景気後退期などのストレス時に金融機関経営に大きな影響を与えることは、バ
ブル崩壊以降の経験からも明らかであり、与信集中リスクの削減は、多くの金融機関にとって
重要な経営課題であり、CPM はそのための有効な枠組みとなり得ると述べている。 
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第2節 オフバランス化の問題点 
第 1 章で説明したように、オフバランス化（消滅の認識又は認識の中止）とは、貸借対
照表上にいったん計上された特定の資産・負債の認識を取り止めることである。会計基準
に準拠したオフバランス化については、適正に処理しているとみなされ問題がないように
思われる。しかし、オフバランス化の会計処理に関して、会計基準に従っていたにも関わ
らず、有用性の低下、資本コストの上昇又は投資家をミスリードさせるような財務諸表が
作成されていたのならば、会計基準自体に問題があるのではないかと考えられる。  
 
第1項 オフバランス化と資本コストの関係 
オフバランス化は、利益計算に影響を及ぼさない場合でも、負債比率や自己資本比率と
いった貸借対照表関連の財務指標（これらはの指標は債権者が重視している）には影響を
及ぼす場合がある。例えば、金融資産の売却処理が行われた結果、得られたキャッシュが
当該資産と同額の場合、総資産に変化はないものの、このキャッシュを既存の借入金等の
債務の返済に充当した場合には、負債も減尐することになり、総資産の圧縮を図ることが
できるという効果がある。さらに、銀行においては、このような資産の振替によって、BIS
規制上リスク・ウエイトの高い資産を売却処理する一方、リスク・ウエイトがゼロのキャ
ッシュを認識することになるので、リスク・アセットを圧縮することになり自己資本比率
を向上させる効果もある。 
このように、オフバランス化に伴う財務比率の改善は、信用リスク（倒産リスク、デフ
ォルトリスク）を低減させるため、株主にとっても債権者にとっても望ましいといえる。
しかし、表面上、財務比率が改善しても、実際に信用リスクが大きく低減していない、又
は不明確な場合は、資本コストの上昇につながる場合がある。例えば、デット・アサンプ
ションの利用企業が該当すると考えられる。 
 
第2項 デット・アサンプションの問題点 
デット・アサンプションは第一次債務者の地位から免責されていないので、金融負債の
消滅の認識要件を満たしていないものの、経過措置としてオフバランス化が認められてい
る。債務者の意図に基づく債務の期限前返済は、債権者が同意すれば可能となるが、市場
金利によっては債権者側での再運用が不利となるため敬遠されることがある。したがって、
債務者側の都合による債務の期限前償還は容易ではなく、買入償還についても当該債務に
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市場性がない場合には困難である。このような状況下において、債務者の期限前返済ニー
ズに応えるための仕組みがデット・アサンプション3233である。デット・アサンプション
においては、引受人が原債務者の債務の履行を引き受けることによって、原債務者が債務
を履行したのと同等の経済効果があると考えられている。 
しかしながら、デット・アサンプションは、法的には履行引受であり、企業は当該債務
を免れたわけではなく、引受人の債務不履行等の一定の場合には支払義務の履行を請求さ
れるものがほとんどである。それにもかかわらず、企業の貸借対照表上にそれが表示され
ないことから、デット・アサンプションによる負債のオフバランス化はリスクの実態を的
確に表示していないのではないかとの指摘がある34。 
なお、オフバランス化の問題からはいささか飛躍するが、以下のように、デット・アサ
ンプションの利用に伴う損失事例が発生している。 
デット・アサンプションの利用に伴う主な損失事例 
会社名 損失額 注記事項の内容 
武富士 297億円
（H20年
3月期） 
・第八回20年物無担保普通社債を対象とした実質的ディ
フィーザンスが解消されたことに伴い発生した損失。 
ソフトバン
ク 
750億円
（H21年
3月期） 
・当該信託は、英国領ケイマン諸島に設立された特別目
的会社（SPC）が発行した債務担保証券を保有。SPCは
保有する社債を担保に、160銘柄で構成されたポートフォ
リオの一定部分を参照するクレジット・デフォルト・ス
ワップ契約を締結していた。ポートフォリオを構成する
銘柄のうち、平成21年3月31日までに6銘柄、4月10日に2
                                               
32 秋葉[1996]p90 では、デット・アサンプションが用いられる理由として、外貨建社債につい
て円高を背景とした為替差益の実現や業績が好調であったものの、今後の収益環境が不透明で
あるため、財務余力のあるうちに、利益圧迫要因となる高金利債務を軽減する狙いがあったと
指摘している。また、銀行にとっても、手数料収入の増加と企業への財務マネジメントサービ
スの拡充の目的があったと述べている。 
33 本論文では特段触れないが、秋葉[1996]p93 では、負債のオフバランス化は、負債の時価評
価を考えるに当たり、多くの示唆を含んでいると述べている。すなわち、負債のオフバランス
化は、負債の含み損益を実現させるという効果も持っており、今まで原価基準による評価が当
然のように行われてきた負債についても、時価評価（ないしは、資産の低価法に対する負債の
高価法）の問題があることを意味している。特にデット・アサンプション等の手法が発達すれ
ば、負債の時価評価方法にかわる技術的な問題の一部は解決できるものとしている。  
34 古市[1998]p128 
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銘柄のデフォルトが起きた。これにより、75,000百万円
の追加信託が必要となったため、当該追加信託義務を債
務（長期未払金）として固定負債の「その他」に含めて
計上するとともに、同額を特別損失の「デット・アサン
プションに係る追加信託損失」として計上した。 
帝人 72億円
（H22年
3月期） 
・第4回無担保普通社債の債務履行引受契約に関連して信
託した金銭により投資・保有していた債券について、内
容の変更を行うため、信託財産に金銭を追加拠出したこ
とにより発生した損失。 
※損失額は連結損益計算書の金額 
（出所）各社有価証券報告書 
実務指針（46 項）によると、「デット・アサンプションに係る原債務の消滅の認識要
件は、取消不能で、かつ社債の元利金の支払に充てることを目的とした他益信託等を設定
し、当該元利金が保全される高い信用格付の金融資産（例えば、償還日がおおむね同一の
国債又は優良格付けの公社債）を拠出することである」としており、また、金融商品会計
に関する Q&A（Q-14）によると、「我が国において「元利金が保全される高い信用格付
けの金融資産」とは、国債や政府機関債のほかに、例えば、拠出時に複数の格付機関より
ダブル A 格相当以上を得ている社債が含まれると考えられます。また、拠出する資産は金
融資産であればよいため、銀行預金やキャッシュ・フローを調整するためのスワップによ
る契約がある場合でも元利金が保全される高い信用格付けの相手先であれば含まれると
考えられます。」と解釈されている。ここから、クレジット・デフォルト・スワップ（CDS）
関係の証券化商品も当該格付要件を満たせば含まれるということになる。そのため、サブ
プライム問題発生後に運用している証券化商品などの金融資産が目減りし、損失の計上を
余儀なくされたと考えられる。 
デット・アサンプションによって社債が貸借対照表上に表示されなくなったとしても、
偶発債務として注記開示はなされており、財務諸表利用者が完全に情報を入手できないわ
けではない。しかし、デット・アサンプションは経過措置でオフバランス化されているの
であって、貸借対照表に計上されている他の社債と負債性の観点からは経済的実態は同じ
であると考えられる。このような場合、財務諸表の本体に負債が計上されている場合と、
偶発債務として注記開示に留まっている場合とでは、情報の有用性に差異が生じてしまう
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のではないだろうか。 
 
第3項 財務諸表本体の情報と注記情報の有用性について 
財務諸表本体に計上されていなくても、注記情報に何らかの情報が開示されている場合、
投資家は当該影響を加味して意思決定を行っていると考えられる。例えば、解約不能のオ
ペレーティング・リース取引の借手については、当該契約は貸借対照表に計上されていな
くても、実質的な負債とみなして財務諸表の調整が投資家サイドで行われていると考えら
れる。この点、国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board、以下
IASB）が 2013 年 5 月に公表した「リース」再 ED（結論の根拠）では、「利用者の多く
は、借手のオペレーティング・リースを資産化するように財務諸表を修正することが多い。」
（BC3(a)）と述べている。金融商品においても、経過措置が認められているデット・アサ
ンプションを利用した企業は、貸借対照表から対象債務が減尐する一方、注記情報におい
てその旨及び金額を開示している。このように、注記情報に開示があれば、投資家が情報
不足に陥るリスクは低下する。一方、財務諸表本体の情報と注記情報では、その有用性に
差異があるという考え方もある。 
効率的市場を前提とすれば、必要な情報が開示されていれば、財務諸表本体で認識され
ていなくても影響は尐ないと思われる。しかし、現実的には、財務諸表本体で認識するか
注 記 と す る か を 区 別 す る こ と は 重 要 で あ ろ う 。 Barth, Clinch and Shibano 
[2003]p603-604 では、財務諸表本体において認識された情報と注記情報では、注記情報
を把握するためにはコストがかかるため、財務諸表本体で認識された情報の方が投資家に
用いられていると述べている。この点、Ahmed, Kilic and Lobo[2006]p585 でも、投資家
が財務諸表の本体情報と注記情報では同じ注意を払っていないと述べている。  
また、Ball, Robin and Sadka [2008]p168 によると、債券投資家にとっては、財務諸表
本体に計上されている数字を基準にして財務制限条項（コベナンツ）が発動されるため、
開示場所の違いの影響が大きいと述べている。この点、坂井[2012]p281-282 では、リー
ス会計を題材に、株式市場とは異なり、社債の発行市場が効率的でない可能性を示唆して
いる3536。 
                                               
35 Sakai[2010]p10-11 では、リース会計に関しては、株式市場におけるリスク評価に限って言
えば、投資家にとって、情報が開示される場所は問題ではないことが示されている。  
36 坂井[2010]p116-117 では、本体情報と注記情報では公表されるタイミングも異なる点も指
摘している。具体的には、期末後速やかに決算短信を開示することが求められているが、注記
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以上から、証券市場の投資家にとっては、コスト等の手間はかかるものの、注記情報を
活用して意思決定を行っていると考えられる。尐なくとも、注記情報を全く無視して意思
決定を行っているとはいえない。一方、社債市場の投資家や債権者は、総合的な信用リス
クを判断する際には、証券市場の投資家と同程度の注意を払って意思決定を行っていると
思われる。ただし、債権者である金融機関が設定する財務制限条項では、財務諸表の本体
の数字のみ考慮されているケースが多いため、財務諸表の本体に計上されているのか否か
によって影響を受けることは尐なくないであろう。 
現状、財務報告の目的は、投資家の意思決定に役立つ情報の提供であり、財務制限条項
や各種規制に役立つ契約支援機能は副次的な機能に利用されていると位置づけられてい
る。契約支援機能を拡充するために注記情報を財務諸表の本体に計上するのは安易である
が、情報価値があるのであれば検討に値するのではないだろうか。坂井[2012]p282 では、
株式市場と債券市場では効率性や投資家の性質が異なるとしたら、これらをひとくくりに
した基準設定では不十分であると主張している。 
 
第4項 小括 
オフバランス化に関しては、「売却処理」と「金融処理」のどちらの会計処理が妥当か
ということが問題の所在である。オフバランス化の取引が法的にも経済的実態としても、
売却取引であるとすれば、何も問題は生じない。しかし、法的には売却取引だとしても、
経済的実態に鑑みると、売却取引とみなしてよいかどうかの判断に窮する場合もあろう。
逆に、デット・アサンプションのように経過措置によってオフバランス化が認められてい
るケースでは、法的には売却取引とは認められなくても、経済的実態を重視して売却処理
している場合もある。売却処理されると、貸借対照表から認識が中止されるのみならず、
利益にも影響を及ぼすことになるため、フロー情報を重視している財務諸表の利用者に対
する影響は尐なくないはずである。 
財務構成要素アプローチが採用されている理由が示すように、金融商品については取引
の実質的な経済効果を財務諸表に反映することが望ましいといわれている。しかし、継続
的関与や取引の内容によって、経済的実態を重視した会計処理をするのか、法的実態を重
                                                                                                                                              
事項に関しては、必要性が大きくないと判断される場合（又は、EDINET により有価証券報
告書が開示されることを条件として）、決算発表時の開示を省略することができる項目もある
ため、注記開示だと決算公告まで遅れることになる（但し、投資家が会計情報からしか情報を
得られないという状況に限る）。 
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視した会計処理をするのかといった判断をしてもいいのかもしれない。デット・アサンプ
ションの損失事例が示すように、経済的実態を重視した結果、投資家が想定しないような
損失が発生してしまったケースもある。企業が、デット・アサンプションを行った理由は、
繰上償還と類似の行為による将来の利息負担の軽減や為替差益の実現など、財務的効果の
インセンティブがあるからであり、そのようなインセンティブがなければあたかも償還し
たものとみなすように証券化商品に投資せず、損失の発生を阻止できたかもしれない。も
ちろん、会計基準には損失が発生しないように企業行動を誘導することは求められていな
いものの、会計基準によって一定の牽制が出来るのではないかと考える。この損失事例は、
サブプライム問題に起因しているため、マーケットの問題の影響によるところが大きいが、
近年の金融技術の発達に鑑みると、無視できることは出来ないであろう。こういった点を
踏まえると、必ずしも経済的実態を重視した会計処理を行わなければならないということ
ではないのかもしれない。 
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第 4 章 IFRS との比較検討 
 
第1節 IFRS 第 9 号における金融商品の認識の中止 
本節では、IFRS 第 9 号の内容を詳細に確認していく。IFRS 第 9 号のモデルは、複雑
なフローチャートを検討しなければならない。最も基本的な考え方として、金融資産から
のキャッシュ・フローに関する契約上の権利を譲渡したかどうか検討する。そして、譲渡
の結果として、資産から得られるキャッシュ・フローに関する変動するリスク・経済価値
のほとんどを譲渡したかを検討する。 
IFRS では、リスク・経済価値のほとんどを保持していない、ほとんど譲渡したとはい
えない中途半端な状況が起こりえる。その場合に初めて支配の有無の検討が行われる。も
し、譲受人が自由に譲り受けた資産を処分できる状況にあれば、資産全体がオフバランス
になる。しかし、何らかの制約を受けている場合には継続的関与のある範囲部分はオフバ
ランスできない。 
 
第1項 金融資産の認識中止 
(1) 金融資産の認識中止の考え方 
認識の中止のアプローチに際して用いられている概念である「リスクと経済価値の移
転」、「支配の移転」の考え方について、IFRS 第 9 号では、以下のように考えられて
いる。 
① リスクと経済価値の移転の考え方 
リスクと経済価値の移転は、譲渡の前後における、譲渡資産の正味キャッシュ・フ
ローの金額及び時期の変動に対する企業のエクスポージャーを比較することにより
判定される。金融資産からの将来の正味キャッシュ・フローの現在価値の変動性に対
する企業のエクスポージャーが、譲渡によって著しく変化していない場合（例えば、
固定価格又は売却価格に貸手の利回りを加算した価格で買い戻す契約を付して資産
を売却した場合）には、企業は、所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてを保
持している。企業が金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてを移転
している場合とは、このような変動性に対する企業のエクスポージャーが、当該金融
資産に関する将来の正味キャッシュ・フローの現在価値の全体の変動性との関連で重
大でなくなっている場合（例えば、買戻し時の公正価値で買い戻すオプションのみを
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付して資産を売却した場合、又はより大きな金融資産からのキャッシュ・フローにつ
いての完全に比例的な取り分を、ローン・サブ・パーティシペーションのようにパス
スルーの要件を満たす契約で譲渡した場合）である(IFRS9,3.2.7)。 
② 支配の移転の考え方 
企業が譲渡資産に対する支配を移転しているか保持しているかは、譲受人が当該資
産を売却する能力に依存する。譲受人が、関連のない第三者に資産全体を売却する実
質上の能力を有し、その能力を一方的にかつ譲渡に関する追加的制限を課す必要なし
に行使できる場合には、譲渡人である企業は支配を移転している。それ以外の場合に
はすべて、企業は支配を保持している(IFRS9,3.2.9)。 
リスクと経済価値の移転では、リスクと経済価値をどのように評価すべきかを判断す
るうえで、移転した資産のリスクと経済価値をどの程度まで考慮すべきかが論点になる
であろう。IFRS 第 9 号では、具体例を挙げて認識の中止が出来るか否か説明している
ものの、具体的な数値基準は示されていない。一方、支配の移転の判定は、譲受人の自
由処分権を評価すれば済むため、リスクと経済価値の移転の評価に比べれば理解はしや
すいと思われる。 
 
(2) 金融資産の認識中止要件 
企業は、次のいずれかの場合、金融資産の認識の中止を行わなければならない(IFRS9 
3.2.3)。 
当該金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合38 
①及び②に示したような金融資産を譲渡し、その譲渡が③に従った認識の中止の要件
を満たす場合 
① 企業は、次のいずれかの場合には、金融資産を譲渡している（金融資産が移転し
たかどうかの判定）(IFRS9 3.2.4)。 
金融資産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を移転する場合39 
                                               
38 例えば、債券の満期到来、貸付金の返済、オプションの行使期限の到来等である。  
39 金子[2011]p6-7 によると、必ずしも、対抗要件を含む法的な権利譲渡が成立していなくて
もよいと述べている。法的所有権の譲渡には債務者の同意が必要だが、クレジットカード債権
などの場合には同意を得るのは煩雑である。この場合、法的所有権譲渡は完了していないもの
の、金融資産の明確に区分されたキャッシュ・フローを請求する権利や、キャッシュ・フロー
の完全に比例的な持分に対する請求権のすべてを譲渡する場合には、権利の譲渡に当たると解
されている。 
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金融資産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を保持しているが、②の条件
を満たす取決めにおいて 1 名以上の受取人に当該キャッシュ・フローを支払う契約上
の義務を引き受けている場合（いわゆるパススルーの取り決め40に該当する場合） 
② 次の 3 つの条件のすべてに該当するときは、当該企業はその取引を金融資産の譲
渡として扱う(IFRS9 3.2.5)。 
企業が原資産からの対応金額を回収しない限り、最終受取人への支払義務がないこと
41 
譲渡契約により、原資産の売却又は担保差入が禁止されていること42 
最終受取人に代わって回収したキャッシュ・フローを、重要な遅滞なしに送金する義
務を有していること 
③ 企業が金融資産を譲渡する場合（①参照）、当該金融資産の所有に係るリスクと
経済価値をどの程度保持しているかを、次のように評価しなければならない 43 
(IFRS9 3.2.6)。 
企業が、当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてを移転してい
る場合には、当該金融資産の認識の中止を行い、当該譲渡において創出又は保持され
た権利及び義務をすべて資産又は負債として別個に認識しなければならない44。 
企業が、当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてを保持してい
る場合には、当該金融資産の認識を継続しなければならない45。 
                                               
40 例えば、その企業が信託で、それが保有している基礎となる金融資産に対する受益権を発
行し、それらの金融資産についてサービス業務を提供する場合に生じる（IFRS9,B3.2.2）。 
41 現金を支払う現時点での債務を有していないため譲渡人は何の負債も有していないことを
示している。譲渡人はあくまで最終的なキャッシュ・フローの受取人に対して信用供与する義
務はないことを意味する。したがって、最終的なキャッシュ・フローの受取人は原資産の債務
者の信用リスクと譲渡人の信用リスクを負うこととなる（金子[2011]p242）。 
42 譲渡人が譲渡資産に関する将来の経済的便益を支配していないため、譲渡人が何の資産も
有していないことを示す（金子[2011]p244）。 
43 本節第 1 項参照 
44 例えば、次のようなものがある（IFRS9,B3.2.4）。 
(a) 金融資産の無条件の売却 
(b) 買戻時の公正価値での買戻権を付した金融資産の売却 
(c) ディープ・アウト・オブ・ザ・マネー（満期前にイン・ザ・マネーになる可能性がきわめ
て低い）のプット又はコールのオプションを付した金融資産の売却  
45 例えば、次のようなものがある（IFRS9,B3.2.5）。 
(a) 買戻価格が固定価格又は販売価格に貸手のリターンを加算した価格である買戻条件付売
却取引 
(b) 証券貸付契約 
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企業が、当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてを移転したわ
けでも、ほとんどすべてを保持しているわけでもない場合には、当該金融資産に対す
る支配を保持しているかどうかを判定しなければならない464748。この場合において、 
 ・企業が支配を保持していない場合には、当該金融資産の認識の中止を行い、当
該譲渡において創出又は保持された権利及び義務をすべて資産又は負債として
別個に認識しなければならない。 
 ・企業が支配を保持している場合には、当該金融資産に対して継続的関与を有し
ている範囲において、当該金融資産の認識を継続しなければならない。 
 
 
(3) 金融資産の認識中止の会計処理 
① 認識の中止の要件を満たす譲渡 
金融資産全体の認識の中止に際しては、譲渡した資産の帳簿価額と受取対価の差額
                                                                                                                                              
(c) 市場リスクのエクスポージャーを企業に戻すようなトータル・リターン・スワップを付し
た金融資産の売却 
(d) ディープ・イン・ザ・マネー（満期前にアウト・オブ・ザ・マネーになる可能性が極めて
低い）のプット又はコールのオプションを付した金融資産の売却  
(e) 短期債権の売却で、発生する可能性の高い貸倒損失について譲受人に補填することを企業
が保証しているもの 
46 譲渡人は、譲受人が譲渡された資産を売却する実質上の能力を有している場合には、譲渡
した資産に対する支配を保持していない。譲渡人は、譲受人が譲渡された資産を売却する実質
上の能力を保持していない場合には、譲渡した資産に対する支配を保持している。なお、譲受
人は、譲渡された資産が活発な市場で売買されている場合には、それを売却する実質上の能力
を有している。その資産を企業に返還することが必要であれば、譲渡された資産を買い戻すこ
とが出来るからである（IFRS9,B3.2.7）。 
47「譲渡された資産を売却する実質上の能力」とは、譲渡された資産を関連のない第三者に売
却でき、かつ、譲渡に関する追加的な制約を課されることなしに一方的にその能力を行使でき
る場合にのみ有していると判断する。決定的な問題は、譲受人が何をできるかであり、譲渡さ
れた資産について何ができるかに関して譲受人が有している契約上の権利や、どのような契約
上の禁止事項が存在するかではない（IFRS9,B3.2.8）。 
48 譲受人が譲渡された資産を売却する可能性が尐ないということ自体は、譲渡人が譲渡した
資産に対する支配を保持していることを意味しない。しかし、プット・オプション又は保証に
よって、譲受人が譲渡された資産を売却することが制約されている場合には、譲渡人は譲渡し
た資産に対する支配を保持している。例えば、プット・オプション又は保証に十分な価値があ
る場合には、譲受人は、実務上、譲渡された資産を同様のオプション又は制限的条件を付けず
に第三者に売却することはしないであろうから、譲受人が譲渡された資産を売却することを制
約することになる。その代わり、譲受人は、保証又はプット・オプションによる支払を得られ
るように、譲渡された資産を保持するであろう（IFRS9,B3.3.9）。 
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を純損益に認識しなければならない49(IFRS9,3.2.12)。 
譲渡資産がより大きな資産の一部分であり、その譲渡された部分が全体として認識
の中止要件を満たす場合には、そのより大きな金融資産の従前の帳簿価額を、認識を
継続している部分と認識の中止を行った部分とに、譲渡日現在の公正価値の比率に基
づいて配分しなければならない。その際、保持しているサービス資産は認識を継続し
ている部分として扱わなければならない。認識の中止を行った部分に配分された帳簿
価額と、受取対価との差額は純損益に認識しなければならない50(IFRS9,3.2.13)。 
 
② 認識の中止の要件を満たさない譲渡 
企業が譲渡資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてを保持している
ために、譲渡が認識の中止とならない場合には、企業は、その譲渡資産全体の認識を
継続し、受取対価を金融負債として認識しなければならない（IFRS9,3.2.15）。 
 
③ 継続的関与の範囲内において認識を継続する場合 
企業が、譲渡資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてを移転したわけ
でも、ほとんどすべてを保持しているわけでもなく、当該資産に対する支配を保持し
ている場合には、企業は継続的関与の範囲において当該譲渡資産の認識を継続する。
（IFRS9,3.2.16）。 
 
第2項 金融負債の認識中止 
(1) 金融負債の認識中止の考え方 
企業は、金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し、
又は失効となった時に、かつ、その時にのみ、財政状態計算書から金融負債（又は金融
                                               
49 譲渡の結果として、ある金融資産の全体について認識の中止が行われるが、その譲渡によ
って企業が新しい金融資産を獲得するか又は新しい金融負債若しくはサービス負債を引き受
ける場合には、企業はその新しい金融資産、金融負債又はサービス負債を公正価値で認識しな
ければならない（IFRS9,3.2.11）。 
50 より大きな金融資産の従前の帳簿価額を、認識を継続する部分と認識を中止する部分とに
配分する際には、認識を継続する部分の公正価値を測定する必要がある。認識を継続する部分
に類似した部分を売却した経験を企業が有している場合や、そのような部分について他の市場
取引が存在する場合には、実際に取引の最近の価格がその公正価値の最善の見積りを提供する。
認識を継続する部分の公正価値の証拠となる公表価格や最近の市場取引がない場合には、その
公正価値の最善の見積りは、より大きな金融資産全体の公正価値と、認識を中止する部分につ
いて譲受人から受け取った対価との差額である（IFRS9,3.2.14）。 
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負債の一部）を除去しなければならない（IFRS9,3.3.1）。 
 
(2) 金融負債の認識中止の会計処理 
消滅又は他の当事者に譲渡された金融負債（又は金融負債の一部分）の帳簿価額と、
支払われた金額（譲渡された現金以外の資産又は引き受けた負債を含む）との差額は、
純損益に認識しなければならない（IFRS9,3.3.3）。 
 
第2節 日本基準と IFRS の差異 
本節では、まず、日本基準と IFRS における基本的な考え方を比較する。個別の基準で
ある認識の中止の比較検討をするにあたり、両者の会計基準の基本的な姿勢を理解するこ
とは重要であると思われる。 
IFRS では、金融資産の譲渡に関し、複数の認識中止の概念（リスクと経済価値、支配、
継続的関与）を組み合わせ、特定の順番で適用することにより認識の中止の決定を行うア
プローチを採用している。これに対し、日本基準は、金融資産の譲渡に係る消滅の認識は
米国基準と同様に財務構成要素アプローチによることとし、金融資産の契約上の権利に対
する支配が他に移転するには定められた 3 要件がすべて充たされた場合とすることとし
ている。このように、両者の考え方は異なっているように思われるが、結果としての会計
処理における差異はどの程度あるのか（もしくはないのか）を明らかにする。 
 
第1項 IFRS における原則主義（プリンシプル・ペース） 
IFRS では、認識の中止について複数の概念が存在しており、実務において適用する際
に困難が伴うといわれている。2003 年に IAS 第 39 号が改正され、リスクと経済価値及
び支配の概念の評価方法について明確にする指針が織り込まれたものの、その評価に関し
て詳細な判断基準などは示されていない。これは、IFRS の特徴は、基本的な概念に沿っ
た原則的な会計処理のみが示され、数値基準を含む詳細な取扱いは儲けないとする原則主
義（プリンシプル・ペース）であるといわれており、そのスタンスが明確に出ているため
と思われる51。 
秋葉[2012a]p13 では、原則主義の長所として、適切な状況把握や説明責任の増加に伴
                                               
51 秋葉[2012a]p12 では、米国や日本など他の会計基準と比べた相対的なものであり、絶対的
なものではないと考えられると述べている。 
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い、実態を表現しやすくなるとしており、短所については、状況や判断によって結果が異
なることや情報収集・分析の手間がかかることを挙げている。 
これに対して、ルール主義とは、会計処理のための詳細な判断基準や数値基準を示し、
これらの記述に沿って会計処理を行っていく方法とされている。ルール主義の下では、細
かい定めを持つ多くの基準書や解釈指針などの中から、適切な取扱いを見つけ、会計処理
を行っていくことになる52。 
なお、IFRS は原則主義といっても、さまざまなルールをも含むため、以下のようにル
ール主義の会計基準と変わらない面もあるという意見もある。 
IFRS を原則主義の会計基準だといってもさまざまなルールが含まれているためルール
ベースの会計基準と変わらない面もある（EY フランス）。 
IFRS は原則主義と言われるが、米国基準とのコンバージェンスの結果、両者の違いは
程度の差になってきている。すなわち、IFRS は米国基準に比べれば、若干原則主義の
傾向が強い、といったものである（KPMG ドイツ）。 
（出所）企業会計審議会[2012a]p21 
国際会計基準委員会（International Accounting Standards Committee、IASC）が初
期に開発した IAS であればともかく、米国財務会計基準審議会（Financial Accounting 
Standards Board、以下 FASB）との共同プロジェクトによる IFRS であれば、基準書の
ボリュームに鑑みても原則主義とはいえないものもあるといえる。したがって、IFRS が
原則主義であるかどうかは、個々の基準によって捉え方が異なると考えられる。 
なお、日本基準については、IFRS と比べるとルール主義であるといわれているものの、
個々の基準によって判断基準や数値基準の提供の程度は異なるため、絶対的にルール主義
であるとは言えないと考えられる。繰延税金資産の回収可能性については、相当詳細なル
ール（日本公認会計士協会が公表している実務指針を含む）が定められている一方、収益
認識など企業会計原則や会計慣行に委ねられている部分は原則主義的なアプローチを採
用している側面もあるためである53。 
  
                                               
52 秋葉[2012a]p13 
53 企業会計審議会[2012b]p2 
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第2項 認識の中止の考え方の比較 
(1) 基礎的な概念の比較 
日本基準では財務構成要素アプローチを採用しており、財務構成要素ごとに支配概念
を用いて認識の中止を検討していく。一方、IFRS では、まずリスクと経済価値に焦点
を当て、リスクと経済価値の移転という概念を用いて認識の中止を検討していく。そし
て、リスクと経済価値のほとんどすべてを移転も留保もしていない場合には、日本基準
と同様に支配概念を持ち込んで認識の中止の有無を検討していくことになる。 
IFRS の認識中止の考え方は、日本基準が採用している財務構成要素アプローチと支
配概念を用いている点は共通であるものの、その位置付けは大きく異なっている。IFRS
では、リスクと経済価値の移転の判断が主要な判断項目であり、リスクと経済価値の概
念では説明できない場合に、それを補う形で支配概念が用いられる。日本基準が支配に
焦点を当て検討していくことに対して、IFRS では支配のみならず、リスクと経済価値
にも焦点を当てているため、複雑な検討を要することとなろう。IFRS では、支配概念
では説明できない事象があったとしても、他の概念によって説明可能な場合があるかも
しれない。しかし、日本基準と IFRS では支配の移転の要件に相違があるため、単純な
比較は出来ないように思われる。 
 
(2) 支配の移転の具体的な要件の比較 
IASB の概念フレームワークにおいて、資産（asset）は、「過去の事象の結果として、
企業が支配し、かつ、将来の経済的便益（future economic benefit）が当該企業に流入
することが期待される資源（4.8 項）」と定義されている。一方、ASBJ の討議資料に
おいて、資産は、「過去の取引又は事象の結果として、報告主体が支配している経済的
資源（第 3 章 4 項）」と定義されている。また、ASBJ の討議資料では、支配とは、「所
有権の有無にかかわらず、報告主体が経済的資源を利用し、そこから生み出される便益
を享受できる状態をいう（第 3 章 4 項注）」と補足している。ここから、IFRS、日本
基準とも、財務諸表の構成要素において支配に焦点をあてているといえる54。企業が金
融商品についての支配がなくなったときに、その金融商品を貸借対照表から除くことは、
                                               
54 なお、定義を満たしただけでは貸借対照表には計上されない。IFRS では、「蓋然性規準
（probable）」と「信頼性規準（reliability）」を満たすことが必要であり、日本基準では、「認
識の契機」と「認識に求められる蓋然性」を満たす必要がある。  
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このような基本的な概念と整合すると考えられる。ただし、金融資産の特徴として、実
物資産（棚卸資産、有形固定資産等）と異なり、物的実態を伴わないため、柔軟に分割
が可能であるという点が挙げられる。したがって、これらの特徴を踏まえた単位（具体
的には、分割されたキャッシュ・フローに対する権利）で、支配の有無の検討が行われ
ることとなる。 
IFRS の認識の中止の規定では、企業が譲渡資産に対する「支配」を移転したかどう
かは、譲受人の立場に焦点を当てており、譲受人が当該資産を売却する能力に依存する
としている。したがって、譲受人が資産を売却することができる場合に、譲受人に支配
は移転していることになり、譲受人が資産を売却することができない場合は、譲受人に
支配は移転していない。この点、譲受人が有している契約上の権利や契約上の禁止事項
が存在しているのではなく、譲受人が実際上何をできるかが問題であるとしている。  
一方、日本基準では、金融資産の権利に対する「支配」の移転要件として、①譲渡さ
れた金融資産に対する譲受人の契約上の権利が譲渡人及びその債権者から法的に保全
されていること、②譲受人が譲渡された金融資産の契約上の権利を直接又は間接に通常
の方法で享受できること、③譲渡人が譲渡した金融資産を当該金融資産の満期日前に買
戻す権利及び義務を実質的に有していないこと、の 3 要件がすべて充たされることとし
ている。このように、日本基準では、支配の移転に際し、譲受人の自由処分権だけを考
慮するのではなく、譲渡人及び譲受人の両方に関係する複数の要件をクリアする必要が
あり、IFRS の支配の要件とは異なっている。 
 
(3) 倒産隔離要件 
前述したように、IFRS、日本基準とも、認識の中止に関して支配の移転を求めてい
ることは同様であるが、日本基準では認識の中止の要件として倒産隔離（要件①）を求
めているものの、IFRS では倒産隔離を認識の中止の要件として求めていない。 
日本基準では、倒産隔離の要件を満たさないローン・パーティシペーションは金融資
産の認識中止要件を満たさないと述べている56。しかし、一定の要件を満たすものに限
り、当該債権の消滅を認識できる経過措置が認められている。ローン・パーティシペー
                                               
56 債務者に対して参加者の存在が知らされないため第 3 者対抗要件を具備しておらず、原債
権者の倒産時に参加者の権利が保全されないおそれがあり、オフバランス化要件を満たさない
こととなる。 
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ションは、我が国の商慣行上、債権譲渡に際して債務者の承諾を得ることが困難な場合、
債権譲渡に代わる債権流動化の手法として広く利用されている。このような実情を考慮
し、債権に係るリスクと経済的利益のほとんどすべてが譲渡人から譲受人に移転してい
る場合等一定の要件を充たすものに限り、当該債権の消滅を認識することを認めること
とする（金融商品会計基準 42 項（1））。このように、ローン・パーティシペーション
については、財務構成要素アプローチではなく、特別にリスク・経済価値アプローチが
採用されている。 
IFRS では、認識中止要件として、日本基準で定められている倒産隔離の要件（譲渡
された金融資産に対する譲受人の契約上の権利が譲渡人及びその債権者から法的に保
全されていること）は求められていない。したがって、経過措置ではなく、前述の認識
中止要件を満たせば当然にローン・パーティシペーションはオフバランスが可能となる。
倒産隔離要件については、2009 年に公表した公開草案後の会議でも一定の検討がなさ
れたものの、最終的には倒産隔離要件は含めないとしている57。IFRS が倒産隔離要件
を含めない理由について、多賀谷[1999]p29 では、特定の国に足場を持たないため具体
性ある基準にならないからと述べている。 
譲渡人の倒産リスクは様々であり、倒産隔離がなされていないからといって、一切消
滅の認識を認めないのは適切ではないのかもしれない。そもそも、譲渡人の倒産リスク
が譲渡価格に反映しているのであれば、改めて倒産隔離を求めるのは過剰であろう。又、
倒産隔離がなされていなくても、譲渡人の倒産リスクが極めて小さい場合、金融資産の
オフバランス化が認められないと、譲渡人サイドでは資産の定義に沿わない過剰資産の
計上（譲受人サイドでは資産の未計上）に繋がってしまうおそれもあるだろう。このよ
うな場合、貸借対照表が、譲渡人、譲受人のリスクや経済的便益を適切に表現している
とはいえないであろう。 
 
第3項 金融負債の認識の中止の差異 
(1) 認識の中止の考え方 
IFRS では、企業は、金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が
免責、取消し、又は失効となった時に、かつ、その時にのみ、財政状態計算書から金融
負債（又は金融負債の一部）を除去しなければならない。一方、日本基準では、金融負
                                               
57 山田[2010]p62 
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債については、当該金融負債の契約上の義務を履行したとき、契約上の義務が消滅した
とき又は契約上の第一次債務者の地位から免責されたときに、その消滅を認識する。し
たがって、債務者は、債務を弁済したとき又は債務が免除されたときに、それらの金融
負債の消滅を認識することとなる。 
以上より、IFRS と日本基準において、金融負債の認識中止の考え方は実質的に同様
であると考えられる。 
 
(2) デット・アサンプションにおける差異 
日本基準では、デット・アサンプションは、社債の買入償還を行うための実務手続が
煩雑であることから、法的には債務が存在している状態のまま、社債の買入償還と同等
の財務上の効果を得るための手法としてオフバランス化が認められている。したがって、
改めて、オフバランスした債務の履行を求められることもあり得るが、このような手続
上の実情を考慮し、取消不能の信託契約等により、社債の元利金の支払に充てることの
みを目的として、当該元利金の金額が保全される資産を預け入れた場合等、社債の発行
者に対し遡求請求が行われる可能性が極めて低い場合に限り、当該社債の消滅を認識す
ることを認めることとする（金融商品会計基準 42 項（2））。デット・アサンプション
は、経過措置として負債の消滅が認められているのである。 
IFRS では、金融負債の認識を中止するには、「法的手続き又は債権者のいずれかに
より、当該負債の第一次的責任から法的に解放される（債務者が保証を行っていても、
この条件は依然として満たされる可能性がある）（IFRS9 B3.3.1(b)）」ことが必要で
あり、デット・アサンプションのように信託を含む第三者への支払いは、法的な解放が
ないため、オフバランスが認められない。また、日本基準のような経過措置は認められ
ていない。 
日本基準では、条件を充たしたものについては、デット・アサンプションの経済効果
を財務諸表に反映するよう、経過措置が認められている。一方、IFRS では、法的実態
を重視し、オフバランス化を認めていない。ASBJ の討議資料では、負債を「経済的資
源を放棄もしくは引き渡す義務、又はその同等物」と定義しており、社債の履行の発生
の可能性が低いのであれば、負債ではなく偶発債務としての開示で問題ないであろう。
この点、IFRS のように、法的実態を優先的に考えてしまうと、負債の定義に合致しな
いものが貸借対照表に認識されてしまうことになる。又、資産サイドでも、社債の元利
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金の支払いに充てることだけを目的とした資産が計上されてしまい、このような利用に
制約がある資産が資産としての定義に合致しているとは言い難いとも思われる。以上に
鑑みると、デット・アサンプションの会計処理を考えるにあたって、日本基準のように
経済的実態を重視した会計処理のほうが、企業のリスクや経済的便益を忠実に表現する
ように思われる。しかし、第 2 章第 3 節第 4 項で考察したように、デット・アサンプシ
ョンの法的側面を重視して、オフバランス化を認めないほうが望ましいといえる理由も
ある58。我が国では、実務優先で経過措置が講じられているが、第一義的に考慮すべき
は財務諸表利用者の意思決定に資するかどうかであり、その観点からの判断が必要なの
ではないだろうか。 
なお、具体的なオフバランス化の可否判断について慎重に行う必要があると思われる。
我が国の具体的な判断基準として、金融商品会計に関する Q&A（Q-14）によると、元
利金が保全される可能性が高い金融資産を拠出し、拠出時に複数の格付機関からダブル
A 格相当以上を得ていることを要件としている。高い外部格付を得ていることは、一般
に説明力を担保してくれるものと信じられているが、拠出時だけで判断するのでは十分
ではないように思われる。拠出時には要件を充足していたとしても、その後の経済や市
場動向によって、格付は変動し得るからである。 
 
第4項 会計処理に関する差異 
日本基準でも IFRSでも、金融資産の認識の中止に関する会計処理は以下のようになる。
すなわち、金融資産全体の認識の中止に際しては、帳簿価額と受取対価の差額を純損益に
計上する。部分譲渡の場合には、金融資産の従前の帳簿価額を、認識を継続している部分
と認識の中止を行った部分とに、時価（公正価値）の比率に基づいて配分し、認識の中止
を行った部分に配分された帳簿価額と、認識の中止を行った部分に対して受け取った対価
との差額を純損益に計上する。譲渡が認識の中止とならない場合には、譲渡資産の認識を
継続し、受取対価について金融負債を認識する。しかし、金融資産の消滅時に残存部分又
は新たに生じた資産（デリバティブ）・負債について時価を合理的に測定できない場合に
                                               
58 もっとも、金融商品の場合、「経済的実態」と「法的実態」の差は何かを考える必要がある。
経済的実態が異なるということは、財務報告の目的から考えると、将来キャッシュ・フローに
及ぼす状況を指し、その状況が異なれば、経済的実態が異なると考えられる。そうすると、金
融商品の場合には、法的関係（契約による諸条件等）が経済的実態である（又はそれに影響を
及ぼす）と考えられ、経済的実態と法的実態に大きな差異はないといえるからである。 
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は、日本基準と IFRS では会計処理に差異が生じている。 
日本基準では、金融資産の消滅時に新たに発生した資産及び負債は譲渡時の時価により
計上する。ただし、金融資産の消滅時に残存部分又は新たに生じた資産（デリバティブ）
について時価を合理的に測定できない場合、その時価はゼロとして譲渡損益を計算し、そ
の当初計上額もゼロとする。新たに生じた負債についても時価を合理的に測定できない場
合、その当初計上額は、当該譲渡から利益が生じないように計算した金額とするとしてい
る。このように、一部の資産・負債の時価が合理的に測定できない場合には、健全性の観
点から、信頼性の低い不確実な利益の計上を回避するために、資産・負債の測定に一定の
制約が設けられている。これは、当期純利益の有用性を重視する観点からは望ましいとい
える。一方で、貸借対照表に計上されない資産が存在することに加え、負債の測定額の信
頼性にも疑問が生じるため、貸借対照表の機能は損なわれることになると考えられる。  
IFRS では、譲渡によって企業が新しい金融資産を獲得するか又は新しい金融負債若し
くはサービス負債を引き受ける場合には、企業はその新しい金融資産、金融負債又はサー
ビス負債を公正価値で認識しなければならない。公正価値を入手できない場合や信頼性を
持って公正価値を測定できない場合についての規定はなく、原則通り公正価値で測定する
としている。したがって、認識中止後に新たに発生する資産・負債の公正価値の測定が困
難な場合には信頼性の低い不確実な利益の計上を避ける工夫は特にされていない。  
また、認識を継続する部分（残存部分）の評価においても取扱いが異なっている。日本
基準では、時価を合理的に測定できない場合は、残存部分の時価はゼロとし、貸借対照表
の計上額もゼロとする。IFRS では、認識を継続する部分の公正価値の証拠となる公表価
格や最近の市場取引がない場合には、その公正価値の最善の見積りは、より大きな金融資
産全体の公正価値と、認識を中止する部分について譲受人から受け取った対価との差額で
あるとしている。したがって、公正価値が不明であるという状況は想定されていない。こ
のように、認識を継続する部分（残存部分）の計上の際に、譲渡時の帳簿価額を公正価値
の比率で按分するというプロセスに差異はないものの、計算基礎となる公正価値の算定に
は差異が生じているといえる。このようなケースの場合にも、利益に与える影響は異なっ
てくると考えられる。 
ASBJ の討議資料と IASB の概念フレームワークでも、成果としての過去の利益情報が
将来の利益やキャッシュ・フローの予測に役立ち、もって企業価値評価に貢献するとして
いる点は同様である。しかし、当期純利益については、我が国では、クリーンサープラス
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関係を維持しているのに対し、IFRS では、クリーンサープラス関係は維持されていない59。
したがって、当期純利益に期待する役割は異なっていると考えられるため、どちらの会計
処理が優れているのかといった議論は意味をなさないであろう。尐なくとも、ASBJ の討
議資料では利益情報を重視しており、クリーンサープラス関係を維持している点に鑑みれ
ば、当期純利益の信頼性を維持する配慮は必要であると考えられる。 
 
第3節 IFRS における認識の中止の考え方の変遷 
国際会計基準（International Accounting Standards、以下 IAS）第 39 号では、金融
資産の認識をいつ中止すべきか複数の概念が存在していた。これらの概念をいつ、そして
どのような順序で適用したらよいかが必ずしも明確ではなかった。その結果、旧 IAS 第
39 号の認識の中止に係る要求事項は実務上、一貫性をもって適用されていなかった
（IFRS9,BCZ3.1）60。 
この問題を解決するために、2002 年に修正案の公開草案が公表された。2002 年公開草
案は、金融資産の譲渡人が当該金融資産に対する継続的関与を有している範囲で当該譲渡
人が当該資産を保持し続けるというアプローチを提案した。継続的関与は、①再取得条項
（コール・オプション、プット・オプション又は買戻契約）、②譲渡資産の価値の変動を
基に報酬を支払う又は受け取る条項（例えば、信用保証）などである（IFRS9,BCZ3.4）61。 
IASB は、2003 年に IAS 第 39 号の改定を行った。旧 IAS 第 39 号の認識の中止の考え
方に立ち返り、その考え方をどのように適用し、そしてどのような順序で適用すべきかに
ついて明確する決定を行った。特に、リスクと経済価値の移転に関する評価が支配の移転
                                               
59 秋葉[2013]p313 
60 一例として、認識の中止が適切かどうか、及びリスクと経済価値をどのように評価すべき
かを判断する上で、移転した資産のリスクと経済価値をどの程度まで考慮すべきか不明確であ
った。例えば、ある場合（トータル・リターン・スワップ付譲渡、無条件売立プット・オプシ
ョン）においては、本基準は、認識の中止が適切かどうかを具体的に示していたが、他の場合
（信用保証）には不明確であった（IFRS9,BCZ3.2）。 
61 コメントの多くは、既存の要求事項に矛盾が存在していることに同意していたものの、提
案された継続的関与を基礎とするアプローチへの支持は限定的であった。具体的には、次のよ
うな概念上及び実務上の懸念を示した（IFRS9,BCZ3.6）。 
(a) 提案された変更の便益は、それ自体にも独自の問題（未だに特定されておらず、解決され
ていない）を有する異なる手法を採用することを伴う負担に勝るものではない。  
(b) 提案された手法は、旧 IAS 第 39 号の要求事項を根本的に変更するものである。 
(c) 本提案は、US GAAP とのコンバージェンスをもたらすものではない。 
(d) 本提案は検証されていない。 
(e) 本提案は「財務諸表の作成および表示に関するフレームワーク」に準拠していない。  
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の評価に優先すべきであるとの決定を行った（IFRS9,BCZ3.8）。 
その後、IASB は、認識の中止の会計基準である IAS 第 39 号の定めが複雑であり、実
務において適用することが難しいと考えられていることから、これを改善し、さらに米国
基準とコンバージェンスさせるために、2006 年 2 月に MoU 項目62として位置付けた。そ
の後、FASB は、財務会計基準書（Statement of Financial Accounting Standard、以下
SFAS）第 140 号を改正し、適格目的事業体（QSPE）の削除などを含む公開草案を 2008
年 9 月に公表し、2009 年 6 月に SFAS 第 166 号として公表している。 
一方、IASB は、2009 年 3 月に、金融商品の認識中止を取り扱った公開草案「認識の中
止 IAS39 号及び IFRS7 号の改定案」（以下 2009 年 ED）を公表した63。しかし、2010
年 10 月に、IAS 第 39 号の金融資産及び金融負債の認識の中止に関する要求事項が、その
まま IFRS 第 9 号に引き継がれた64（IFRS9,BC3.31）。 
なお、2009 年 ED では、多数派案である 9 名のボードメンバーが支持する「IASB の提
案アプローチ」と、尐数派案である 5 名のボードメンバーが支持する「代替的アプローチ
（alternative approach）」の二つのモデルが示されている。 
本節では、2009 年 ED のアプローチ（IASB の提案アプローチ、代替的アプローチ）に
ついて確認を行うこととする。これらは、IAS 第 39 号の問題点を踏まえ検討されたもの
であり、認識の中止の会計処理を考えるにあたって参考になる点もあると思われるため、
分析を行っていく。 
 
第1項 IASB の提案アプローチ65 
(1) 基本的な考え方 
IASB の提案アプローチでは、支配の存在に重点を置いている。譲受人が譲渡人から
受取った資産の経済的便益を支配している場合に、譲渡人において金融資産の認識が中
止され、譲受人において金融資産が認識される（2009 年 ED.BC15-BC17）。 
これは、譲受人が資産を完全に支配したときにはじめて、譲渡人において金融資産の
認識の中止を認めるもので、譲受人の視点に立って金融資産の認識の中止を行うもので
                                               
62 MoU（Memorandum of Understanding（覚書））は、IASBと FASBによる IFRSと US GAAP
との間で識別された差異のコンバージェンス（収斂）に関する合意を指す。  
63 秋葉[2012a]p300 
64 本章第 3 節参照 
65 IASB の提案アプローチに関する記述は、ASBJ[2009a]、ASBJ[2009b]によるところが大き
い。 
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ある。 
 
(2) 認識中止要件  
IASB の提案アプローチでは、次のいずれかの条件を満たした場合に、資産の認識を
中止するとしている（2009 年 ED.17A）。 
① 資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が失効する。 
② 企業が資産を譲渡し、当該資産に何ら継続的関与を有していない。 
③ 企業が資産を譲渡し、当該資産に継続的関与を有しているものの、譲受人が、当該
資産を自らの便益のために譲渡する実務上の能力（practical ability to transfer）を
有している。 
（出所）秋葉[2012a]p300 
まず、対象資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が失効した場合に、
その金融資産の認識を中止する。 
次に、対象資産を「譲渡（transfer）」したかどうかの判定を行う。ここでいう譲渡
は、IAS 第 39 号で定められていた譲渡の意味とは異なる。2009 年 ED では、「ある当
事者が他の当事者に対し、1 つ以上の自らの資産の基礎となる経済的便益の一部又は全
部を引き渡すか又は引き渡すことに合意する場合に譲渡が生じる」としている。譲渡と
いう用語は、すべての形式の売却、譲渡、担保の提供、便益の犠牲、分配及びその他の
交換を含むよう広く使用されている（2009 年 ED.AG44A-AG45A）。 
金融資産の一部が認識中止の対象となるためには、①金融資産の一部が個別に識別さ
れたキャッシュ・フローであること、又は、②金融資産からのキャッシュ・フローに対
する比例持分が譲渡されること、が必要である。したがって、金融資産を優先劣後に分
け、譲渡した金融資産の劣後部分を引き続き保有する場合には、認識中止の対象となる
金融資産は、一部分ではなく全体となる（2009 年 ED.16A,AG39A）。 
ただし、認識中止の対象が全体となったとしても譲渡資産のすべてについて認識が中
止されるわけではない。企業は、さらに、譲渡資産に対して、「継続的関与（continuing 
involvement）」があるかどうかの判定を行う。譲渡人が、譲渡の一環として、譲渡資
産に付随するいかなる契約上の権利又は義務をも留保しておらず、譲渡資産に関連する
新たな契約上の権利又は義務をも取得していない場合、企業は譲渡資産に対して継続的
関与を有していないこととなり、認識を中止する（2009 年 ED.18A）。 
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継続的関与がある場合には、譲受人が、自らの便益のために第三者に「譲渡する実務
上の能力（practical ability to transfer）」を有しているかを判定する。譲渡する実務
上の能力とは、譲渡取引後に、譲受人が一方的に、譲渡にあたって追加制限を課すこと
なく、金融資産を第三者に譲渡出来る場合に、当該能力を有していると判断する（2009
年 ED.AG51A）。譲受人がこの実務上の能力を有している場合には、譲渡人は資産の
認識を中止し、譲渡によって生じた新しい資産又は負債があれば、これらを認識する。
一方、譲受人がこの実務上の能力を有していない場合には、譲渡人は資産の認識を継続
し、譲渡によって受け取った対価について金融負債を認識する。 
 
(3) 会計処理 
認識の中止の要件を満たす場合、金融資産全体の認識を中止する場合は、譲渡に際し
て発生した資産・負債があれば、公正価値で測定して認識する。また、譲渡資産が金融
資産の一部分であり、この一部分が認識の中止要件を満たす場合、より大きな金融資産
の帳簿価額は、認識が継続される部分と、認識が中止される部分とに、譲渡日における
公正価値の比率に基づき配分しなければならない。当期純利益は、認識が中止される部
分について算定される（2009 年 ED.19A-21A）。 
認識の中止の要件を満たさない場合、金融資産の認識を継続し、受取対価を金融負債
として認識しなければならない（2009 年 ED.23A）。 
 
(4) 小括 
IASB の提案アプローチは、IAS 第 39 号と以下の点で同様のアプローチとなってい
た66。 
① 譲渡された部分が、認識中止について評価されるための要件をどの時点で満たす
かに関して、（追加の指針を付した上で）同じ要件を用いている。 
② 認識中止の結果は多くの場合、同様となる（顕著な例外は、容易に入手可能な金
融資産が用いられる、買戻契約のような譲渡である）。 
一方、IAS 第 39 号と異なり、認識の中止にかかわる複数の要素（支配、リスクと経
済価値、継続的関与）を組み合わせるのではなく、「支配」という単一の概念に焦点を
                                               
66 秋葉[2012a]p300 
 -49- 
 
あてていたため、以下の点において IAS 第 39 号と異なっていた67。 
① 留保されたリスクと経済価値の程度を評価するためのテストがない。 
② 特定のパススルーの定めがない。 
③ 認識が中止されない譲渡において、譲渡人が、継続的関与の程度に応じて資産を
認識・測定する定めがない。 
2009 年 ED では、IAS 第 39 号における認識中止要件の判断根拠であった「リスクと
経済価値」、「継続的関与」という概念を排除し、「支配68」概念に焦点を当てている。
したがって、IAS 第 39 号の定めが複雑で実務上の困難さをもたらしていたという、当
初の問題点に対して一定の貢献はするように思われる。 
一方で、「支配」概念を重視しているため、容易に入手可能な金融資産が用いられる
買戻契約のような譲渡で不合理が生じる結果となる（2009 年 ED.AG52L）。譲受人が、
譲渡資産を譲渡する実務上の能力を有していれば、譲渡人の継続的関与に関係なく、当
該取引は譲渡人において認識の中止となる。このため、レポ取引のように、譲渡資産が
市場で容易に入手可能な金融資産である場合には、譲受人は譲渡する実務上の能力を有
していると判断され、この結果、売却処理されてしまうことになる。 
また、認識の対象として、資産を優先・劣後部分に分割し、優先部分のみを譲渡する
場合には、譲渡人は金融資産の認識を継続し、対価を金融負債として認識する。金融資
産の経済的便益はキャッシュ・フローに対する権利であり、分割可能であるという経済
特性を考慮すれば、優先部分が売却され劣後部分だけ保有する場合、売却した優先部分
は売却処理し、引き続き保有する劣後部分は従前の資産の一部として処理することが望
ましいであろう。 
なお、認識の中止が行われた場合の譲渡部分の会計処理に関しては、金融資産の帳簿
価額を時価の比率によって按分計算する点において、IAS 第 39 号と異なる点はない。 
 
                                               
67 秋葉[2012a]p301 
68 また、IASB が 2011 年 11 月に公表した公開草案「顧客との契約における収益認識」にお
いても、2010 年公表の公開草案と同様に、顧客が財・サービスの「支配」を獲得したかどう
か考慮することを提案している。資産の定義は、資産を認識するか認識を中止するかの判断に
支配を用いているため、顧客がいつ当該資産の支配を獲得しているかを考慮することにより、
その移転を判断することとしている（秋葉[2011b]）。さらに、IASB は、2013 年 5 月公表の公
開草案「リース」でも、「支配」に焦点をあてたアプローチを提案している。このように、支
配概念をアプローチに用いることは、内的整合性を重視する観点からは望ましいと考えられる。 
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第2項 代替的アプローチ69 
(1) 考え方 
代替的アプローチでは、譲渡人の視点に立って認識の中止を判断する。譲渡人は、自
らの便益のために、譲渡人が譲渡前に認識していた資産のキャッシュ・フローのすべて
又はその一部に対するその他のアクセスを有していない場合には、資産及びその構成要
素（資産の一部であればどのような部分であってもよい）の認識の中止を行う。  
一方、譲渡人は、自らの便益のために、譲渡人が譲渡前に認識していた資産のキャッ
シュ・フローのすべてに対するその他のアクセスを現在有していれば、認識の中止を行
うことはできない。 
譲渡後も資産の一部に対するその他のアクセスを有しているような譲渡の場合、譲渡
によって譲渡前の資産の性質は変わったと考え、譲渡人は、自らの便益のために、譲渡
人が譲渡前に認識していた資産のキャッシュ・フローの一部に対するその他のアクセス
を現在有していても、いったん全額の認識の中止を行い、その他のアクセスを有してい
る部分を新たに認識し、現在、アクセスを有していない部分の認識の中止を行う。また、
当該譲渡に伴って新たに発生した資産・負債があれば、それを認識する70。 
 
(2) 小括 
代替的アプローチの会計処理は、IAS 第 39 号や IASB の提案アプローチと異なって
いる。IAS 第 39 号や IASB が提案するアプローチでは、金融資産の一部の認識を中止
する場合には、より大きな金融資産の帳簿価額を、認識を継続する部分と認識を中止す
る部分とに、それぞれの公正価値の比率に基づき按分する。したがって、残存部分は、
従前の帳簿価額をベースにしていることになる。 
一方、代替的アプローチでは、一旦資産全体の認識を中止し、仮に留保している部分
があれば、新規の資産として公正価値で認識・測定する。したがって、留保部分が、移
転によって留保した権利又は取得した義務に含めて扱われ、純利益を計算する際の対価
に含められることになる。 
これらの結果、代替的アプローチでは、譲渡資産の個別キャッシュ・フローに対する
権利の譲渡があれば資産全体の認識の中止が行われるため、IAS 第 39 号や IASB が提
                                               
69 代替的アプローチに関する記述は、ASBJ[2009a]、ASBJ[2009b]によるところが大きい。 
70 山田[2009]p62 
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案するアプローチに比し、認識の中止が生じやすくなる。また、留保部分に関する損益
も計上されることから、認識の中止といいながら、キャッシュ・フローの一部でも移転
すれば資産全体の認識が中止され、その時点の評価損益が計上されるので公正価値評価
に近いものである。このような会計処理は、利益の有用性を重視する立場からは望まし
いものとはいえないだろう71。 
また、代替的アプローチでは、認識を中止した金融商品に関連して多くのデリバティ
ブ・ポジションを認識することになり、その評価が適切に行われているか否かの検証が
難しくなると指摘されている72。 
 
第3項 2009 年 ED 公表後の動向 
(1) 2009 年 ED に対するコメント 
2009 年 ED に対して、ASBJ が公表したコメントの要旨は以下のとおりである。 
・キャッシュ・フローに対する権利への支配の移転に基づいて、金融資産の認識の中止
を検討するという IASB の提案アプローチの基本的な考え方については賛同する。 
・しかしながら、IASB の提案アプローチは、財務諸表利用者による将来のキャッシュ・
フローの予測に資するという財務報告の目的を達成するための改善とは考えられない
部分があるため、全面的には受け入れることはできない。 
・特に、多くの買戻条件付売却取引（レポ取引）や有価証券の消費貸借取引については、
譲渡資産の売却として扱われるため、根本的な会計処理の変更をもたらすとしている公
開草案に同意しない。当該取引の実態を忠実に表現することができるように、現状と同
様に、金融取引として会計処理すべきである。 
・また、我々は、代替的アプローチは採用すべきではなく、IASB の提案アプローチに
ついて、本コメントで示した点を見直したアプローチを採ることが適当であると考え
る。 
・当プロジェクトは、米国財務会計基準審議会（FASB）との MoU 項目であり、本コメ
ントで示した点も含め、グローバルなコンバージェンスが図られるように取り進められ
ることを期待する。 
（出所）ASBJ[2009b] 
                                               
71 秋葉[2012a]p301 
72 日本証券アナリスト協会[2009]p1 
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コメントでは、代替的アプローチではなく、IASB の提案アプローチを支持している
ものの、レポ取引などの取扱いについては見直しを提案している73。 
なお、IASB の会議報告によると、2009 年 ED に対して 118 通のコメントを受領し
ており、IASB の提案アプローチと代替的アプローチの二つのモデルに分けて分析が示
された。コメントをまとめたものは以下のとおりであり、ASBJ が支持した IASB の提
案アプローチではなく、代替的アプローチを支持する回答が多かった。 
・米国基準とのコンバージェンスを求める指摘が多かった。FASB は、IASB が受領し
た今回のコメントを共同で検討することとしており、さらに、IASB が IAS 第 39 号の
改訂基準を完成させた後、当該改訂基準を米国において公開して意見を求めることとし
ている。このプロセスでは、必ずしもコンバージェンスが達成される保証がないため、
再検討が必要となるかもしれない。 
・回答者の大多数が、IASB の提案アプローチは現行 IAS 第 39 号の大きな改善ではな
いと支持しなかった。そして、かなりの数の回答者が、代替的アプローチを支持した。  
・現先取引は、二つのアプローチのいずれにおいても一般的には売買として処理するこ
とになるが、これに対して現先取引は、証券担保の貸借として処理すべきとの大多数の
回答者の指摘があった。 
（出所）山田[2009]p62 
 
(2) 認識の中止プロジェクトの中断 
IASB では、2009 年 ED に対するコメントを踏まえて、代替的アプローチに基づいて
基準開発が進められていたが、その検討の過程において次の問題点について特に議論さ
れていた。すなわち、代替的アプローチでは、資産の一部譲渡であっても、すべての資
産について一旦認識の中止を行い、その後、継続して留保する部分を新たに取得した資
産とみなして会計処理をしてしまう点である。当該処理では、極めて小さい持分の譲渡
によっても、その後継続して保有する持分の譲渡益も計上されてしまい、利益操作が行
われやすくなるからである。議論の結果、留保持分の会計処理として、一律に新たに取
得したとみなすのではなく、従前認識していた資産の比例持分であれば残存部分として
扱い、比例していない場合には新たに取得した資産として公正価値で当初認識を行うこ
                                               
73 日本公認会計士協会、日本証券アナリスト協会が公表した意見書でも、レポ取引などの問
題点を指摘したうえで、代替的アプローチではなく、IASB の提案アプローチを支持していた。 
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とが示された74。 
しかし、2010 年 7 月に行われた IASB の Tweedie 議長へのインタビューによると、
認識中止プロジェクトの動向について以下のように述べられている。 
「まず一つ目のプロジェクトは「認識の中止」です。証券化に関するものですが、この
基準は金融危機への対応において、極めてうまく機能しました。それにもかかわらず、
我々はこの基準を簡素化するよう求められていました。簡素化しようと思えばできてい
たかもしれません。しかし、現行基準に問題がないのに、なぜ変えるのかということが
指摘されました。さらに米国が我々の側に歩み寄ってきていませんでしたので、仮に何
かをしていたら、米国から離れる方向になっていたことでしょう。こうした経緯を踏ま
えて、世界中の基準設定主体が現行基準で上手く機能するというのであれば、これを維
持すべきだろうと結論付けたわけです。その上で、既に公開草案を公表しましたが、我々
の基準を米国基準と同等のものにするために追加的な開示要求を盛りこむことだけに
止めることにしたのです。したがって、この問題におけるコンバージェンスは開示のあ
り方に関するもので、これについては、それほど多くの議論は必要ではなく、この先、
数か月で片付けられるはずです。」 
（出所）『会計・監査ジャーナル』No.663（2010,10）,p12 
上記のコメントどおり、認識の中止プロジェクトに関しては、より短期的に透明性や
比較可能性を高めることができるように、開示については、米国基準とのコンバージェ
ンスを進めることとし、2010 年 10 月に、IFRS 第 7 号「金融商品：開示」の改訂を行
った。 
一方、会計処理については、SFAS 第 166 号の実施状況等の調査を経て、その後の対
応を検討するものとしている。この理由は、2010 年 6 月公表の進捗書では、各基準設
定主体が、金融危機において IFRS の認識中止の基準は総じてよい結果をもたらしたと
している旨も挙げていた75。この背景には、IAS 第 39 号の適用に当たっては、原則規
定の趣旨に則り、経済的実態に即した会計処理を行うことが求められるため、会計基準
に準拠しながらも経済的実態を表さない会計処理をもたらす取引は難しかったことが
あるものと推察される76。この点、繁本[2011]p89 では、このような取引を抑制するた
                                               
74 山田[2010]p63 
75 秋葉[2012a]p301 
76 米国会計基準では、通常のレポ取引は金融処理されるが、リーマン・ブラザーズが行って
いた「レポ 105」と呼ばれていた取引は、売却されたものとして会計処理されていた。レポ対
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めには、原則主義の会計基準が一定の解決になる可能性があると主張している。 
 
第4節 金融商品の認識の中止に関する開示情報の比較 
 
第1項 IFRS 第 7 号 金融商品：開示 
認識の中止の開示基準である IFRS 第 7 号は、2010 年 10 月に修正され77、譲渡資産へ
の一定の継続的関与があった場合に、認識の中止を行わない譲渡資産に関する補足的な開
示を要求することになった。 
IFRS 第 7 号は、利用者が認識の中止を行った金融資産に対する企業の継続的関与の内
容とそれに関連したリスクの評価の理解行うのに役立つ開示などを要求している
（IFRS7,BC65D）。 
 
(1) 全体が認識の中止となるわけではない譲渡金融資産 
譲渡金融資産の一部が認識の中止の要件を満たさない場合、譲渡した資産の内容、企
業が晒されている所有に係るリスク及び経済価値の内容、譲渡により生じた報告企業が
譲渡資産を利用することによる制約、譲渡資産とそれに関連する負債との間の公正価値
の差額等を開示しなければならない（IFRS7,42D）。 
 
(2) 金融資産が譲渡されたが認識の中止とはならない譲渡金融資産 
この場合は金融取引（担保付借入）として会計処理される。譲渡した金融資産と関連
した負債との間の関係の理解に資するために、（1）に加え、譲渡資産とそれに関連す
る負債との間の関係の内容の定性的記述、譲渡金融資産と関連した負債及び正味ポジシ
ョンの公正価値の開示も追加する（IFRS7,BC65E,F,G）。 
これらの開示は、企業の資産が生み出す経済的便益について、無制限な利用ができな
い範囲について有用な情報を提供するとしている。さらに、すべて譲渡資産から受け取
る収入によって決済される負債に関する情報を提供する（IFRS7,BC65H）。 
                                                                                                                                              
象の有価証券をオフバランス化するとともに、調達したキャッシュで債務を圧縮し、レバレッ
ジ比率を改善させていたとして批判があった（繁本[2011]p74 を参照）。 
77 2010 年 6 月に IASB と FASB が合意したのは、両者の当面の優先事項は、譲渡した金融資
産に関する IFRS と US GAAP における開示要求を改善し揃えることにより、両基準の透明性
と比較可能性を向上させることにあるということであった（IFRS7,BC64D）。 
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(3) 全体が認識の中止となる譲渡金融資産 
譲渡金融資産の全体について認識の中止を行うが、継続的関与を有している場合には、
継続的関与の種類ごとに、資産及び負債の帳簿価額、公正価値、表示科目、最大エクス
ポージャー（及びその算定方法）等を開示する（IFRS7,42E）。 
さらに、資産の譲渡日に認識した利得又は損失に加え、最大の譲渡活動により認識し
た金額やその活動がいつ発生したのか78等を開示しなければならない（IFRS7,42G）。 
このような情報は、企業が何らかの継続的関与を保持し、それによりリスクに対する
エクスポージャーを有しながら金融資産の譲渡することによって、どの程度の利益を生
み出しているかを評価するのに有用である（IFRS7,BC65M）。さらに、譲渡活動が報
告期間の末日近辺に集中している場合には、この事実の開示により、譲渡取引が継続的
なビジネスモデルに基づくものや資金調達上の目的ではなく財政状態計算書の外見を
変える目的で行われているという兆候が示されるとしている（IFRS7,BC65N）。 
 
第2項 日本基準との比較 
日本基準では、金融商品の注記事項を適用する際の指針として、「金融商品の時価等の
開示に関する適用指針（以下、時価等の開示に関する適用指針）」が定められている。し
かしながら、金融商品会計基準、時価等の開示に関する適用指針には、IFRS のように金
融商品の認識の中止に対応した開示の要求事項は定められていない。例えば、IFRS では、
認識の中止を行った金融資産に関する企業の継続的関与を表す資産及び負債の公正価値、
資産の譲渡日に発生した損益、最大の譲渡活動の発生日等を開示するのに対し、日本基準
ではそのような開示は要求されていない。日本基準と比較して、IFRS のほうが注記事項
は非常に充実しており、企業の経済活動を明らかにするために、財務諸表の本体以外に、
定量的・定性的に豊富な注記が行われている79。このように、財務諸表の利用者が金融商
品の認識の中止に伴う経済効果を理解するには、注記による情報開示が一定の貢献をする
と考えられよう。 
                                               
78 ある報告期間における譲渡活動（認識の中止要件を満たすもの）による収入の総額が、報
告期間を通じて均等に分布していない場合（例えば、譲渡活動の総額の相当部分が報告期間の
末尾に発生している場合）に報告する。 
79 このように、IFRS では注記開示が充実しており、有用性は高いといわれているものの、企
業会計審議会[2012a]p40-42 によると、諸外国では IFRS 導入後において注記の分量が増加し
ていることに関する懸念があることも示している。 
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第 5 章 金融商品の消滅の認識の考え方の考察 
 
以下では、まず、単純な売却取引における認識の中止の考え方を整理する。これは、複
数の構成要素からなり、分解して取引が可能な金融商品の多様な取引を説明するのに有用
であると考えられる。次に、金融商品の認識の中止に関して、いつ認識の中止をするのか
という問題（これはストックに関わる）、認識の中止と利益認識のあり方（これはフロー
に関わる）の 2 点につき検討を行う。株主投資家や債権者などの財務諸表利用者の有用性
という観点から、どのような会計処理が望ましいのかを検討することにより、現行の会計
処理が定められている要因を明らかにしていく。 
 
第1節 認識の中止と利益認識の基本的な考え方80 
資産の認識の中止と売却取引については、主に以下のような考え方が示されている。  
① 資産の所有に伴う重要なリスク・経済価値の移転を規準とする。 
② 資産に対する支配の移転を規準とする。 
本節では、これら二つの考え方に基づき、金銭の受取による売却取引の場合と物々交換
の場合において会計処理の整理を行い、両者の差異を明らかにする。 
 
第1項 金銭の受取による売却取引の場合 
原価評価されている資産を、継続的な関与がなく、金銭と交換する取引を想定する。資
産の売却とそれに伴う金銭の受取という単純な取引においては、資産の簿価と受取対価と
の差額が損益として認識される。これは、①資産の所有に伴う重要なリスク・経済価値の
移転を規準とする場合と、②資産に対する支配の移転を規準とする場合で異なるものでは
ない。保有していた資産とは異なる独立の資産（金銭）を獲得したのならば、投資が清算
（譲渡資産の支配が移転）されたとみて、売却処理されることになる。 
 
第2項 物々交換の場合 
ここでは、原価評価されている資産を、継続的な関与がなく、金銭以外の財と交換する
取引を想定する。 
(1) 資産の所有に伴う重要なリスク・経済価値の移転を規準とする場合 
                                               
80 秋葉[2012b]p167-173 
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資産の所有に伴う重要なリスク・経済価値の移転を規準とする場合、譲渡資産と交換
された資産のリスク・経済価値が異なる場合には売却処理されることになる。すなわち、
異種の資産の受入れであれば、譲渡資産の重要なリスク・経済価値が移転したとみて売
却処理され、同種資産の受入れであれば、譲渡資産の重要なリスク・経済価値が移転し
ていないとみて、簿価引継ぎ処理される。すなわち、異種の資産の受入れは投資が清算
されたとみるのに対し、同種資産の受入れは投資が継続しているとみなすことになる。 
 
(2) 資産に対する支配の移転を規準とする場合 
資産に対する支配の移転を規準とする場合、譲渡資産に対する支配が譲渡先へ移転し
ていれば、受取る財の種類や用途に関わらず、売却処理されることになる。そして、受
取る財の公正価値を受取対価とみて、譲渡資産の簿価との差額を損益に計上することに
なる。 
 
第3項 小括 
以上より、資産の所有に伴う重要なリスク・経済価値の移転を規準とする場合と、資産
に対する支配の移転を規準とする場合では、金銭の受取による売却取引では同じ結果とな
るものの、物々交換では異なる結果となり得る。 
資産の所有に伴う重要なリスク・経済価値の移転を規準とする場合には、投資にあたっ
て、金銭や異種の資産の受取りという投資の清算があった場合に損益を認識するものの、
同種資産の受取りは投資が継続しているとみなし損益は認識しない。一方、資産に対する
支配の移転を規準とする場合は、資産に対する支配が移転したのであれば投資が清算され
たとみなし、損益を認識することになる。 
このように、同じ取引でも、規準とする考え方が異なれば異なる会計処理が行われる可
能性は十分にあり得るのである。 
 
第2節 金融資産の消滅の認識の考え方の検討 
本節では、多様なアプローチから金融資産の譲渡の考え方を検討していく。大きく一括
アプローチと分解アプローチに分け、金融資産の譲渡を検討していくが、大部分の会計処
理は同様のものになると考えられる。そこで、どういう場合に各アプローチの会計処理が
異なってくるのかを明らかにするとともに、どういった考え方を重視したほうが金融資産
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の譲渡として最も望ましいのかを他の基準における整理状況や投資家にとっての有用性
の観点から検討していく。 
 
第1項 金融資産全体として判断する場合（一括アプローチ） 
金融資産の譲渡に際しても、まず、資産全体として、リスク・経済価値の移転と支配の
移転を規準とした考え方に基づき整理を行う。継続的関与がない場合のケースは実物資産
でも金融資産でも結果は変わらない。そこで、継続的関与がある場合に、リスク・経済価
値の移転に基づく場合と、支配の移転に基づく場合とで会計処理の差異を整理する。  
 
(1) リスク経済価値アプローチ 
まず、買戻条件（以下、フォワード81）が付されている場合を考える。フォワードと
は、将来の時点に、予め定めた価格で、ある商品を売買するという権利及び義務である。
リスク・経済価値の移転を規準とした場合、フォワードの継続的関与がある場合、認識
の中止は出来ない。すなわち、譲渡した資産を買戻すことが決定しており、譲渡資産は
譲渡人に必ず戻ってくるため、金融資産の重要なリスク・経済価値は移転していないか
らである。したがって、当該取引は、売却処理されずに金融処理（担保付借入）される。  
次に、コール・オプションが付されている場合を想定する。リスク・経済価値を規準
にした場合、重要なリスクと経済価値のほとんどすべてが移転したかどうか判断する必
要があるため、状況に応じて認識の中止ができるかどうか異なってくる。すなわち、当
該コール・オプションがディープ・イン・ザ・マネーの場合には、譲渡人は資産の所有
に係る重要なリスクと経済価値を保持していると考えられ、認識の中止は出来ない。当
該コール・オプションがディープ・アウト・オブ・ザ・マネーの場合には、譲渡人は資
産の所有に係る重要なリスクと経済価値を移転していると考えられ、認識の中止が出来
る。 
プット・オプションの場合も同様に、当該プット・オプションがディープ・イン・ザ・
マネーの場合には、譲渡人は資産の所有に係る重要なリスクと経済価値を保持している
と考えられ、認識の中止は出来ない。当該プット・オプションがディープ・アウト・オ
ブ・ザ・マネーの場合には、譲渡人は資産の所有に係る重要なリスクと経済価値を移転
していると考えられ、認識の中止が出来る。 
                                               
81 本論文では、買戻条件付売買とフォワード付売買を区別せず用いている。  
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(2) 支配アプローチ 
なお、ここでの「支配」とは、「所有権の有無にかかわらず、報告主体が経済的資源
を利用し、そこから生み出される便益を享受できる状態」（討議資料 4 項脚注）と同じ
意味で用いている。これは、IFRS 第 9 号が定義しているように、支配の移転の判断と
して、譲受人が当該資産を売却する能力に依存することと同様の結果をもたらすと考え
られる。 
フォワードの継続的関与がある場合、原則、認識の中止は出来ない。すなわち、買戻
すことが決定しており、譲渡資産は譲渡人に必ず戻ってくるため、譲受人に自由処分権
はないため支配は移転していないことになる。したがって、当該取引は売却処理されず
に、金融処理（担保付借入）される。しかし、譲渡資産に流動性がある場合は、売却処
理され得る。譲受人が譲渡資産を第三者に売却しても、買戻しの際に市場から調達する
ことが出来るため、譲受人は自由処分権を有しており、支配は移転していると考えられ
る。 
同様に、コール・オプションを付した金融資産の譲渡は、認識の中止要件を満たさな
い。譲受人は、買い戻される時の引き渡しに備えて当該資産を自由に処分することがで
きないため、支配は移転していないからである。一方、プット・オプションを付した金
融資産の譲渡は、認識の中止要件を満たす。譲受人は、プット・オプションを行使する
こともできるし、当該資産を自由に処分することができるため、支配は移転しているこ
とになる。 
 
第2項 金融資産を構成する構成要素ごとに判断する場合（分解アプローチ） 
一括アプローチの考え方では、認識の中止か否かがオール・オア・ナッシングで判断さ
れることになるため、部分譲渡の会計処理はできないことになる。そこで、金融資産を構
成する財務的要素に対する支配が他に移転した場合に当該移転した財務構成要素の消滅
を認識し、留保される財務構成要素の存続を認識する財務構成要素アプローチを規準に、
継続的関与がある場合の会計処理を整理する。支配アプローチ同様、「支配」の移転を規
準としているものの、支配アプローチが金融資産全体で判断するのに対し、財務構成要素
アプローチは財務構成要素ごとに判断する点が異なる。 
しかし、継続的関与付譲渡では、金融資産の譲渡と継続的関与を別々の構成要素として
ではなく一体として捉えて考えた場合に、認識の中止の要件を満たすかどうかを判断して
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いるため、一括アプローチにおける支配アプローチと同様の結果となると考えられる。  
 
第3項 小括 
以上、継続的関与がある場合の金融商品の認識の中止の可否を、それぞれの基本的な考
え方ごとに整理すると以下の表のようになる 
各アプローチにおける原則的な認識の中止の可否 
アプローチ 継続的関与82 
フォワード  コール・オプション  プット・オプション  
一括 
リスク・経済価値 × △ △ 
支配 △ × ○ 
分解 財務構成要素 △ × ○ 
（認識の中止について、○：可、△：一部可、×：不可） 
(1) 継続的関与がある場合の認識の中止の考え方 
一括アプローチでは、リスク・経済価値の移転と支配の移転を規準とし、継続的関与
がある場合の会計処理をまとめると、リスク・経済価値の移転を規準とした場合には留
保したリスクなどを検証する必要がある一方、支配の移転を規準とした場合には譲受人
の自由処分権（能力）の検討が必要であり、両者の間で差異が生じている。ただし、支
配の移転を規準にしても、継続的関与の状態によっては、リスク・経済価値の移転の判
断に要したような判断が生じる場合もあると考えられる。例えば、コール・オプション
の場合、譲受人に支配は移転しないと考えられ、認識の中止は出来ない。しかし、ディ
ープ・アウト・オブ・ザ・マネーの場合には、譲受資産を引き渡す可能性が極めて低い
ため、譲受人に支配は移転していると考えられ、認識の中止は可能であると思われる。
また、プット・オプションの存在は、支配の移転の妨げにはならないものの、ディープ・
イン・ザ・マネーの場合は、譲受資産を引き渡す可能性が極めて高いため、支配は移転
していないと思われる。このように考えてみると、オプションの継続的関与付譲渡にお
いて、リスク・経済価値と支配という異なる思考を用いて認識の中止の可否を判断して
も、同じ結果をもたらすと考えられる。 
                                               
82 オプションに関しては基本的な考え方を示しており、オプションの状態（ディープ・イン・
ザ・マネー、ディープ・アウト・オブ・ザ・マネー等）、譲渡資産の流動性等は考慮していな
い。 
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この点は、財務構成要素アプローチにも同様に考えられる。支配アプローチと同様、
支配の移転を規準としており、オプションの状態によって譲受人に支配が移転していな
いのであれば、認識の中止は出来なくなる。したがって、財務構成要素アプローチであ
っても、継続的関与付譲渡の会計処理に関して、一括アプローチと異なる結果を生じさ
せないといえる。しかしながら、金融資産は財務構成要素に分解可能であるという基本
的な理念を貫いた場合、このような継続的関与付の譲渡に関して一括アプローチと異な
る結果となる可能性もあるため、以下では財務構成要素アプローチの検討を行うことと
する。 
 
(2) 財務構成要素アプローチの考え方 
まず、金融資産のオフバランス化の会計処理を考えるにあたっては、金融資産の譲渡
の結果としての経済効果を忠実に表現できるように検討していかなければならない。こ
の点、金融資産の流動化や証券化が発達しており、金融資産を財務構成要素ごとに分解
して取引することが一般的であることに鑑みれば、金融資産を分解して会計処理するこ
とが望ましいといえる。一括アプローチによると、金融資産のキャッシュ・フローを優
先部分と劣後部分に分割し、優先部分のみを譲渡する場合や、元本部分と金利部分に分
割してどちらかを譲渡する場合などにおいて、金融資産を構成要素ごとに分解して行う
取引の経済効果を財務諸表に忠実に表現することはできない。金融資産の部分譲渡が出
来ないため、既に資産の定義を満たさなくなったものが貸借対照表に計上されたままに
なってしまうからである。 
金融資産の譲渡において、金融資産が構成要素に分解できることを前提とするならば、
財務構成要素アプローチによるほうが取引の実態に即した会計処理が可能になると考
えられる。尐なくとも、一括アプローチのもとで生じる問題は解決できることとなる。
もっとも、分解アプローチといわれている財務構成要素アプローチであっても、継続的
関与付の譲渡においては、金融商品を構成要素に分けて、それぞれについて認識や認識
の中止の判断を行ってはいないように思われる。（1）で確認したように、財務構成要
素アプローチといっても、金融資産の譲渡と継続的関与を別々の構成要素としてではな
く一体として捉えて考えた場合に、認識の中止の要件を満たすかどうかを判断している
からである。 
したがって、財務構成要素アプローチでは、金融資産は財務構成要素に分解が可能で
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あるという基本的な考え方は採用されているものの、フォワードやオプションの継続的
関与がある場合においては、こうした基本的な考え方とは整合していないように思われ
る。こうした取引においては、むしろ金融資産の譲渡と継続的関与を一体として認識の
中止の判断をして（オール・オア・ナッシングの判断）、認識の中止が可能であれば、
当該取引を財務構成要素ごとに会計処理をしていると考えられよう。 
 
(3) 他の基準における継続的関与付取引の整理 
ここでは、企業の資産・負債のオフバランス化と継続的関与の関係を、我が国におけ
る議論を踏まえて、棚卸資産（収益認識の論点）及び事業（事業分離の論点）に分けて
整理を行う。いずれも、金融商品とは経済的特性を異にする資産・負債と考えられるが、
会計処理については異なる点はないと考えられる。 
① 収益認識における継続的関与 
我が国における会計基準には、継続的関与を包括的に扱う収益認識の会計基準は存
在しないものの、ASBJ が 2009 年 9 月に公表した「収益認識に関する論点整理」で
は一定の検討がなされている。それによると、収益認識について支配の移転を焦点に
当てた場合、企業が財を顧客に引き渡した後も買戻権を有している場合には、財に対
する支配がいつまでも移転しないと考えることが適当と考えられていた。したがって、
引き渡した財を担保とする金融取引として会計処理することになると考えられる。  
その後、ASBJ が 2011 年 11 月に公表した「顧客との契約から生じる収益に関す
る論点の整理」でも同様に、企業に資産を買い戻す無条件の義務又は権利（すなわち、
先渡取引又はコール・オプション）がある場合に、顧客に物理的に資産が引き渡され
ても、支配が移転していないとする考え方が適当と考えられている83。 
② 事業分離における継続的関与 
我が国における企業会計基準第 7 号「事業分離等に関する会計基準」では、事業分
離について、事業の成果をとらえる際の投資の継続・清算という概念に基づき、損益
を認識するかどうかという観点から、分離元企業の会計処理を考えている。すなわち、
                                               
83 IASB が 2011 年 11 月に公表した「顧客との契約から生じる収益」再 ED（B40 項）では、
企業が資産を買い戻す無条件の義務又は無条件の権利（先渡取引又はコール・オプション）を
有している場合には、顧客は当該資産の支配を獲得していないとして売却処理されない。この
際、当初の販売価格よりも低い金額で買い戻せる場合は「リース」として処理し、当初の販売
価格より同額以上の金額で買戻せる場合は「金融」として処理する。  
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移転した事業に関する投資が清算されたとみる場合には移転損益が認識され、移転し
た事業に関する投資が継続しているとみる場合には移転損益は認識されない。そのた
め、移転した事業に対し買戻しの条件が付されている場合など、分離元企業の重要な
継続的関与によって、分離元企業が移転した事業に係る成果の変動性を従来と同様に
負っている場合には、移転損益を認識することはできない。したがって、受取対価に
現金を含む場合、移転した事業を担保とする金融取引として会計処理することになる
と考えられる。 
 
(4) 金融資産の認識の中止の考え方に関する検討 
このように、金融資産の継続的関与付譲渡の会計処理は、収益認識と事業分離におけ
る継続的関与付取引の考え方と整合はしている。金融商品の性質に鑑み、財務構成要素
ごとに徹底して分解した場合、これらの会計処理との整合性を犠牲にすることになると
思われる。しかし、金融商品の経済的な便益は将来のキャッシュ・フローであり、事業
用資産と比べて分解は容易であることに鑑みると、財務構成要素ごとに徹底して分解し
た会計処理のほうが、取引の実態を忠実に表現すると思われる。この点、太田[1999]p342
では、買戻条件付売却と担保付借入の同質性に着眼するにしても、担保付借入をベンチ
マークとして会計処理を合わせる必要性はなく、担保付借入を買戻条件付売買にあわせ
るという選択肢もあると主張している。セール・アンド・リースバック取引のように、
経済的実態は金融取引でも、売却として会計処理される例もある。 
フォワードが付帯している取引を想定し、財務構成要素アプローチの考え方を踏襲す
るように金融資産を構成する要素ごとに認識の中止の検討を行う場合には、譲渡する資
産と当該資産のフォワードに分けて検討することとなる。したがって、譲渡人では、金
融資産を売却処理するとともに、譲渡資産を買い戻す権利義務であるフォワード自体を
認識することになると考えられる。このように、フォワードの継続的関与がある場合の
取引を、金融取引として処理するのではなく、資産の売却取引と買戻し契約に分けて処
理するほうが、財務構成要素アプローチの考え方に整合しているといえる84。 
次に、オプションが付帯している取引を想定した場合、オプション契約の存在自体は
認識の中止の妨げにはならないため、基本的に財務構成要素アプローチの思考とは一致
                                               
84 宮田[2004]p65 では、買戻条件付の譲渡資産の会計処理として、譲渡人が資産の先受権を、
譲受人が資産の先渡義務を認識するべきではないかと主張している。  
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している。しかし、オプションがディープ・イン・ザ・マネーのケースでは、認識の中
止を認めていない。財務構成要素アプローチを徹底するのであれば、たとえディープ・
イン・ザ・マネーのオプションであっても、オプションを別に認識したほうが望ましい
と考えられる。 
他方、これらの基本的な考え方を一貫して貫いた会計処理の問題点として、以下が挙
げられる。一つ目の問題としては、測定の問題である。金融商品を財務構成要素ごとに
分解可能であるといっても、財務構成要素の測定の信頼性に問題があったり、信頼性は
あっても費用対効果の観点から困難があったりする場合も考えられる。先の例でみると、
買戻す義務や権利を譲渡人が保有していることは理解できるものの、その測定値として
の客観性や測定にかかるコストを考慮すれば、認識しないほうがいいのかもしれない。
貸借対照表に数多くのデリバティブ・ポジションを認識することになり、その評価の適
切性の検証は困難だと思われる。 
二つ目の問題としては、会計期間期末周辺においてフォワード付の資産譲渡を行うこ
とにより、益出しを行ったり、一時的に得られたキャッシュで負債の圧縮を行ったりす
るなどの誘因が生ずる可能性があるということも挙げられよう。加えて、売却処理され
た結果計上された利益は、投資のリスクから解放された利益とはいえないため、純利益
の信頼性を損なうおそれもある。 
以上、財務構成要素アプローチの考え方を徹底した場合、継続的関与付売買が金融処
理される余地はなくなる。金融資産の経済特性に合った会計処理であり、企業が直面し
た事実を財務諸表に表現するにあたって、忠実に表現することができると考えられよう。 
しかし、財務諸表の利用者がこれらの取引を売却取引ではなく金融取引（担保付借入）
として捉えていることに鑑みれば、金融資産の特性を重視した表現をしないほうがいい
のかもしれない。逆に、このような会計処理を認めた場合、財務諸表の利用者サイドで
オフバランス化された資産の調整等の手間が生じ、資本コストの上昇に繋がるかもしれ
ない85。このように、経済事象を会計データにどう置き換えるのかという問題は、会計
情報の情報価値に影響を与える問題でもある。 
                                               
85 オフバランスとなっている資産・負債について財務諸表の利用者サイドでの調整を行う問
題点として、IASB が 2013 年 5 月に公表した「リース」再 ED（結論の根拠）では、「財務諸
表注記で利用可能な情報は、利用者が借手の財務諸表に信頼性のある修正を加えるには不十分
であることが多い。行われる修正が、利用者ごとに異なる仮定に応じて著しく相違する可能性
がある。」（BC3(a)）と述べている。 
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経済事象の実態や本質についての解釈が分かれる場合は、価値判断を一義的に決める
指針が必要になろう86。先ほど述べたように、財務報告に求められる最たる特性は意思
決定有用性であり、その目的を達成するにあたって、売却取引とみなす処理と金融取引
とみなす処理という二つの異なる処理が想定され得る状況では、総合的な有用性の検討
が必要である。そして、意思決定有用性の観点からは、投資家に情報を提供するうえで、
取引をありのまま描写する必要はないと考えられている87。このようにみると、フォワ
ード付の金融資産の認識の中止については、一旦売却した事実があるにも関わらず、売
却取引として処理されず金融取引として処理されているため、忠実表現の考え方は採用
されていないと解釈することができよう。すなわち、取引の実質を金融取引とみて、リ
スクから解放された純利益の信頼性を維持し、もって意思決定有用性に資すると考えら
れているのではないだろうか。 
 
第3節 継続的関与部分の評価と売却益 
金融資産の譲渡については、売却取引とみるか金融取引とみるかによって異なる会計処
理が求められる。売却取引として処理されれば、譲渡した金融資産と受取対価との差額が
損益として計上される。金融取引として処理されれば、譲渡した金融資産は貸借対照表に
計上されたままとなり、受取対価は負債として計上される。このように、売却取引とみる
か金融取引とみるかという問題は、損益（フロー）の問題にも関わってくる。  
さらに、譲渡人が金融資産の譲渡をした場合の売却益は、譲渡資産の帳簿価額と受取対
価の差額によって計算されるが、譲渡人に何らかの権利義務関係がある場合の売却益は、
これらの権利や義務の評価の影響を受ける。また、譲渡人が金融資産の一部を譲渡した場
合に、譲渡人が何らかの権利義務関係を有している場合の売却益の計算は、新たに発生し
た権利や義務に加え、残存部分の評価の影響も受ける。本節では、残存部分と新規の資産・
負債について、両者の性質の違いと各々の評価の妥当性を検討していく。 
 
第1項 残存部分と新規部分の評価の考え方 
(1) 新規部分の評価 
金融資産の譲渡に伴い発生した新規の資産・負債の評価方法としては、一般的な売却
                                               
86 大日方[2007]p76 
87 大日方[2013]p210 
 -66- 
 
や物々交換に伴う損益認識と同様に考えれば、譲渡した金融資産とは異種の資産である
新規部分を受け取った場合、投資が清算されたものとみなして時価で計上し、純損益と
して認識することになる。 
 
(2) 残存部分の評価 
留保部分の評価方法は、相対的時価もしくは時価の二つの方法が考えられる。  
① 相対的時価 
相対的時価は、譲渡資産の時価に占める残存部分の時価の割合を、譲渡資産の帳簿
価額に乗じることによって測定される88。これは、連産品の原価配分における負担能
力主義による処理と近似しており、支出に基づく原価を適切に集計・配賦できない場
合には、譲渡部分の原価を計算するのに合理的であると考えられる。投資の継続・清
算という立場にたてば、投資が継続しているとみなす残存部分からは損益が計上され
ないが、投資が清算されたとみなす譲渡部分からは損益が計上される。したがって、
残存部分からは売却損益が計上されないため、利益の信頼性を維持する観点からは望
ましい処理と考えられる。 
一方、時価情報がありながらも、残存部分は譲渡部分の譲渡原価を計算するために
一定の調整が図られているため、こういった調整後の測定値が資産の実態を表してい
るとはいえないと考えられている89。 
② 時価 
残存部分を時価で評価する場合には、一旦資産全体の認識を中止したうえで、残存
部分を新たに取得した資産とみなして時価で認識・測定されると考えられる90。この
方法は、金融資産の譲渡の際に譲渡人が何らかの権利・義務を保持する場合でも、全
体の譲渡と新たな資産の取得の組み合わせとして捉えている。これは、IASB の 2009
年 ED の代替的アプローチによる方法と同様の結果をもたらす。当該処理によれば、
譲渡後の残存部分は時価で計上されることとなり、貸借対照表の情報提供機能は相対
的時価による場合に比べ向上するかもしれない。 
しかし、譲渡資産の部分譲渡があれば資産全体の認識の中止が行われるため、残存
                                               
88 草野[2012]p294 
89 吉田[2005]p23-24 
90 第 3 章第 3 節参照 
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部分に関する損益も計上されることとなる。時価評価に近い会計処理であり、利益の
信頼性を維持する観点からは問題がないとはいえないと思われる。また、金融資産の
譲渡に際して残存部分を新規に取得したとみなしてしまうと、一旦、金融資産全体の
認識を中止する必要があるため、一部の譲渡が金融資産全体の認識の中止につながる
おそれもある。 
 
第2項 残存部分と新規部分の判定の考え方 
金融資産の譲渡に際し、残存部分とみなすか新規部分とみなすかによってその評価方法
は異なり、ひいては売却損益に影響を与えることになる。したがって、両者の判定基準が
重要になってくるが、実務指針（36 項）には、金融資産の消滅時における「残存部分」
と「新たな資産・負債」の判定基準が示されている。それによると、消滅した資産と実質
的に同様の資産又は構成要素（譲渡とみなされない場合に代替資産を含む。）であれば残
存部分であり、異種の資産・負債（デリバティブ含む）であれば新たな資産・負債となる。  
なお、我が国では、回収サービス権91を残存部分として相対的時価で当初認識している
が、米国基準では、回収サービス業務資産の当初測定について、公正価値で行うことを求
めている。FASB が 2000 年 9 月に公表していた SFAS140 号では、金融資産の譲渡にお
ける、譲渡人が留保する回収サービス業務資産は相対的時価で当初認識するとしていた。
しかし、FASB が 2006 年 3 月に公表した SFAS156 号「金融資産のサービス業務の会計
処理―SFAS140 号の改訂」では、回収サービス業務資産については、公正価値で当初認
識するとしている。その結果、認識の中止に伴う譲渡利益の計算に際して、SFAS140 号
の適用時とは異なった売却損益が計上されることになった。一方、回収サービスに関する
資産・負債以外の留保持分の当初測定については、帳簿価額を配分する相対的時価による
こととなっている。したがって、回収サービス業務資産の当初測定が公正価値であるとい
うことは、回収サービス業務資産は譲渡した金融資産の残存部分ではなく、新規部分とみ
なしていることになるであろう。FASB は、SFAS140 号を改訂した理由として、サービ
ス資産はその取得理由（金融資産の譲渡に関連して取得、独立でのサービス業務の引き受
けによる取得）を問わず、同一の会計処理を行うことが妥当であると考え、金融商品に近
                                               
91 回収サービス資産は、金融資産の譲渡前であれば、譲渡人が資産の保有と管理回収業務を
行っていたので、保有と管理回収に関するキャッシュ・フローは資産からの収益に含まれてい
た。したがって、回収サービス業務は譲渡前の金融資産の財務構成要素の一部である。  
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いサービス資産については、金融商品の測定属性として最も適切であると考えられている
公正価値で共通化を図ったとしている92。 
 
第3項 小括 
まず、金融資産の譲渡の際に発生する、新規部分と残存部分の評価の考え方は、新規部
分であれば時価評価、残存部分であれば相対的時価若しくは時価が考えられる。  
第 2 章第 1 節で確認したように、財務諸表の利用者が企業価値評価を行う際に役に立つ
のは利益情報であるため、まず、利益の有用性を第一義的に考慮しなければならない。し
たがって、金融資産の譲渡では、投資が清算している譲渡部分から適正な譲渡損益が算定
されるように会計処理が優先される。以上のことに鑑みると、金融商品の部分譲渡におけ
る残存部分については、従前の帳簿価額を譲渡時の時価の比率で按分する相対的時価によ
って計上することが妥当であろう。貸借対照表の測定値よりも利益の信頼性を重視するの
であれば、利益計算に何らかの制約をかけるべきであり、それによって投資家の意思決定
有用性を担保することができると考えられる。 
そのうえで、残存部分の時価情報を財務諸表利用者に提供するには、注記を活用した方
法が考えられる。日本基準と IFRS では、金融資産の譲渡に際する残存部分の会計処理は
概ね同様であるものの注記開示が異なっている。IFRS 第 7 号では、第 4 章第 3 節で述べ
たように、金融資産の認識の中止に関する開示規定が定められており、継続的関与部分の
公正価値を注記で開示している。金融商品の認識の中止に伴い生じる経済効果を財務諸表
の利用者が適切に理解するには、注記によるディスクローズを行う必要があると考えられ
る。このように、我が国でも、残存部分の時価情報を注記開示することによって、今以上
に情報拡充が図れると考えられる93。 
                                               
92 荻[2007]p120 
93 注記を活用する以外にも、OCI を利用した時価評価も考えられる。留保部分の時価情報を
貸借対照表本体に計上するのであれば、金融資産の部分譲渡に伴う譲渡部分の利益計算が計上
されたのちに（すなわち、当初測定は相対的時価のまま）、ただちに留保部分を時価評価し、
帳簿価額との差額を OCI として認識するという方法も考えられる。この方法によれば、損益
計算書の純利益への影響はないため、利益の信頼性を維持しつつ、貸借対照表を忠実に表現す
ることが可能になると考えられる。財務諸表本体に情報が計上されるため、債権者にとっての
利便性も向上されることになると考えられる。しかし、我が国の金融商品の測定属性として公
正価値が最も適切であるとは考えられていない。ASBJ の討議資料（53 項）では、財務報告
の目的を達成するためには、投資の状況に応じた測定値を適用すべきであるとしているため、
留保部分を時価で再測定することは、留保部分の投資の目的や状況を考慮に入れて行わなけれ
ばならない。 
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このように、新規部分と残存部分では当初認識の評価方法が異なり譲渡利益の計算に影
響を及ぼすため、新規部分になるのか、残存部分になるのかの判断基準が重要になってく
る。金融資産の譲渡に際して発生する何らかの権利・義務について、残存部分なのか新規
部分なのか判断する場合、第 1 節で考察した「リスクと経済価値」、「支配」を規準にし
て考えた場合、以下のようになる。 
「リスクと経済価値」を規準にした場合、まず、金融資産からのキャッシュ・フローを
プロラタで分割し、一部を譲渡するとともに残りの部分を留保する場合、留保部分は従前
の金融資産のキャッシュ・フローに対する比例的な一部であり、重要なリスクと経済価値
は移転していないと考えられる。一方、譲渡人が留保する回収サービス業務や金融資産を
優先部分と劣後部分に分解して優先部分を譲渡し、信用補完のために劣後部分を留保部分
として保有する場合、従前の金融資産とは異なるキャッシュ・フローを有する資産（すな
わち異種の資産）を、形式上ではあるが新規に取得したとみなすこともできると思われる。
この場合、重要なリスクと経済価値に移転していると考えられ、新規の資産としてみなす
ことができる。したがって、リスクと経済価値を規準にした場合、譲渡した資産と同様の
資産若しくはその構成要素であっても、重要なリスクと経済価値が移転しているのであれ
ば新規部分と認められる可能性があろう。 
「支配」を規準にした場合、金融資産を構成する財務的要素を支配しているかどうかに
よって判断する。この場合、比例的な一部を留保する場合でも、回収サービス権や劣後部
分を留保する場合でも、譲渡した資産の財務構成要素であるため、支配は継続しているこ
とになる。したがって、支配を規準にした場合、留保部分は常に残存部分となり、新規に
取得したとみなすことはないと考えられる。我が国では、金融資産の譲渡に関して、リス
クと経済価値の移転ではなく支配の移転を要件としている。したがって、金融資産の譲渡
の際に、支配が移転していない構成要素があるならば、その部分は認識の中止が出来ない
残存部分となるのである。 
なお、実務指針（36 項）では、「金融資産が消滅した時に、譲渡人に何らかの権利・
義務関係が存在する場合がある。」としており、それが、消滅した資産と異種の資産・義
務であれば新規部分となる。ここで、異種の資産とみなす判断基準が重要になってくるが、
実務指針には具体的な判断基準はなく、譲渡した金融資産の構成要素以外の部分が新規部
分となるという記述に留まっている。回収サービス権や劣後部分は従前の金融資産の財務
構成要素であり、残存部分として会計処理される。 
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しかし、譲渡した金融資産の財務構成要素であったとしても、従前の金融資産とは性質
が明らかに異なっているのであれば、異種の資産として認識してもいいように思える。「支
配」を規準にした場合、金融資産を譲渡し、その後、譲受人との契約によって、譲渡金融
資産の一部分を取得する場合に、その部分の性質が従前の金融資産と明らかに異なるので
あれば、支配が一旦消滅していると考え、当該部分は残存部分ではなく新規に取得した部
分とみなすことも出来るのではないだろうか。例えば、債権の流動化において、債権を一
旦信託し、劣後受益権を新たに取得する場合や94、金融資産を売却後にサービス業務を引
き受ける場合、従前の資産と性質が異にしている持分であれば新規に取得したとみなせる
かもしれない。このように考えると、SFAS156 号のように、我が国においても、金融資
産を譲渡し、従前の金融資産の財務構成要素である回収サービス権を留保した場合、新規
に取得したとみなす会計処理が考えられてもいいのではないだろうか。 
以上、金融資産の譲渡に際して、譲渡した金融資産の財務構成要素を留保した場合、新
規部分として認識できる可能性を探ってみた。その中で、譲渡した金融資産の財務構成要
素を留保した場合でも、新規部分として認識しても問題がないと思われる取引も存在する。
しかし、我が国においては、譲渡の結果生じるデリバティブや負債と区別するように、従
前の金融資産の財務構成要素である場合は、無条件に新規部分ではなく残存部分として認
識される。そして、残存部分は譲渡した金融資産の帳簿価額を基準とした相対的時価で計
上され、損益は発生しない。我が国において、このような会計処理が採用されている理由
として、以下のように考えられる。 
現状、残存部分からの損益を認識しない積極的な理由として、純利益の信頼性を重視し
ているため、投資が清算された譲渡部分からしか損益が計上されないよう配慮されている
と考えられる。財務報告において純利益が重要であるということが社会的にも合意されて
いるスタンスである以上、純利益の信頼性を損なう会計処理は支持されないのであろう。
留保部分について、重要なリスクと経済価値の移転があったとしても、支配が一旦消滅し
たとしても、譲渡した金融資産の財務構成要素に関して投資が継続している実態があるの
であれば、投資が清算したとはみなされないのである。このように、投資が継続している
実態を見極めるために、「リスクと経済価値の移転」や「支配の移転」が判断基準に用い
られている場合があるものの、金融資産の譲渡においては過不足なく説明することはでき
                                               
94 IASB の 2009 年 ED の代替的アプローチでも、留保部分が譲渡した資産の比例持分以外で
あれば、新たに取得したものとして認識する方向で検討が行われていた。第 4 章第 3 節参照。 
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ないと考えられる95。 
このように、金融資産の譲渡に関して、譲渡以外の部分を新規部分とみるか残存部分と
みるかによって評価は異なり、ひいては、利益認識にも影響を与えることに鑑みると、利
益観の定め方によって、会計処理が誘導されているといってもいいのかもしれない。金融
資産の譲渡の際に用いられている「リスクと経済価値」や「支配」の移転などの概念によ
っても説明しきれない場合には、純利益の信頼性を維持することが重要な判断指針になっ
ていると考えられる。純利益を重視することが前提である以上、それに整合しない会計処
理や考え方は棄却されるのである。純利益とは「リスクから解放された投資の成果」であ
り、この定義に沿わない投資の成果は認識しないように会計処理が決定しているのではな
いかと思われる。重要なことは、基礎となる利益概念に基づいて会計処理を行うことなの
であろう。 
  
                                               
95 例えば、金融商品は複数のキャッシュ・フローの集合体であることに鑑み、投資が継続し
ているかどうかの判断に関しては、譲渡前の金融資産からのキャッシュ・フローか否かが有力
な判断基準になるのではないだろうか。金融資産の譲渡に関して、留保した部分が従前の金融
資産のキャッシュ・フローであれば、実態として投資が継続していると判断することができる
と考えられる（キャッシュ・フローの違いをもって判断する場合には、譲渡資産からのキャッ
シュ・フローかどうか明確ではない場合があり、これには回収サービス業務などが該当すると
考えられる。したがって、キャッシュ・フローの違いによって判断した場合、回収サービス業
務は、新規の資産として認識できる可能性もある。）。 
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おわりに 
 
本研究論文の目的は、オフバランス化に関する諸々の論点を整理し、IFRS との比較を
行いながら、我が国における金融商品の消滅の認識の考え方及び会計処理について考察を
行うことによって、現行の会計処理を定めている背景や考え方を明らかにすることである。 
まず、第 1 章では、企業価値評価と会計情報の関係を整理した。株主価値評価モデルと
企業価値評価モデルの双方について、インプット要素には会計情報としてのフロー情報が
必要であり、ASBJ の討議資料が述べている純利益の重要性が確認された。また、債権者
などストック情報を重視している投資家の存在はあるものの、財務報告におけるフロー情
報のストック情報に対する優位性が確認された。そして、我が国の財務報告において投資
のリスクから解放された純利益が重要であると認識されていることから、金融商品のオフ
バランス化の会計処理についても、投資のリスクから解放された純利益を重視するような
考え方が背景にあるのではないかと考え、これを本論文での仮説として位置付けた。  
第 2 章では、オフバランス化の概要を概観し、オフバランス化に関して、売買契約にも
関わらず譲渡が不完全な状態となる継続的関与付譲渡が問題の所在であることを示した。
また、我が国における会計基準の内容を整理し、消滅の認識の考え方、要件及び会計処理
を概観した。その中で、金融資産の譲渡利益の計算に際して、不確実な譲渡利益が計上さ
れないよう、資産・負債の計上額に一定の制約が設けられていることを確認した。  
第 3 章では、財務諸表本体の情報と注記情報の有用性の比較をし、特に ASBJ の討議資
料では副次的な機能とされている契約支援機能において、開示場所の違いによる影響が大
きいことを確認した。また、認識の中止の会計処理として、「経済的実態」と「法的実態」
のどちらを優先すべきかについては、財務諸表利用者の意思決定有用性を第一義的に考え
たうえで判断すべきであることを、デット・アサンプションの事例を参考に確認した。  
第 4 章では、IFRS 第 9 号における認識の中止の基準を概観し、認識の中止の考え方と
会計処理に関して、我が国との差異を確認した。考え方については、我が国では「支配」
概念を用いているものの、IFRS では「支配」概念に先立って「リスクと経済価値」概念
を用いて認識の中止の判断を行っている。会計処理については、概ね同様の結果となるも
のの、残存部分や新規部分の評価が不明確である場合に、我が国では IFRS に比べて純利
益の信頼性を維持する配慮がなされていることを確認した。また、IFRS 第 7 号の内容を
概観し、複雑な認識の中止の会計処理に際して、財務諸表利用者がその経済効果を理解す
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るためには、我が国においても注記による情報開示が一定の貢献をする可能性を指摘した。 
最後に、第 5 章の前半では、我が国で採用されている認識の中止の考え方である財務構
成要素アプローチの考え方を踏まえ、フォワードやオプションの継続的関与付譲渡の会計
処理に関して、金融取引ではなく売却取引として会計処理する可能性を指摘した。このよ
うな継続的関与付譲渡については、売却取引として処理したほうが、経済事象をありのま
まに描写することができ、忠実な表現になるものの、意思決定有用性の観点からは金融取
引として処理したほうが、純利益の信頼性を維持することができ、財務諸表利用者の意思
決定に資すると考えられると述べた。 
さらに、第 5 章の後半では、金融資産の譲渡に際して、留保部分を残存部分として処理
するのか新規部分として処理するのかによって利益認識に影響を与えるため、両者の判定
基準を検討した。「リスクと経済価値」や「支配」の移転といった概念を用いた場合、我
が国において残存部分として認識しているものであっても、新規部分として認識できる可
能性があることを述べた。そのうえで、新規部分として認識されていない理由として、純
利益の信頼性を維持する配慮がなされている可能性を指摘した。 
以上、我が国における金融商品のオフバランス化に関して、考え方や会計処理の論理を
検討した結果、一貫して純利益を重視しているという結論が得られたと思われる。これは、
ASBJ の討議資料が述べている考え方と整合しており、財務報告の目的達成に貢献すると
考えられる。金融資産の譲渡においては、取引の複雑性から、考え方や会計処理に関して
多面的な解釈が可能であるものの、我が国では、投資のリスクから解放された純利益を示
すことに着目して、会計処理を定めていると解されたのである。 
最後に、投資のリスクから解放された純利益を前提に、金融商品のオフバランス化の考
え方や会計処理が組み立てられていることは、前提となる利益概念が異なれば、オフバラ
ンス化の考え方や会計処理も変更され得る可能性も示唆している。包括利益の開示が行わ
れている現状では、純利益を重視するスタンスは以前ほど自明のこととみなされていない
ため96、異なる利益概念の下では金融商品のオフバランス化の会計ルールについても検討
の余地があるであろう。 
 
                                               
96 米山[2007]p19 
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